
 

 

平成30年度 第1回安平町未来創生委員会 

議    案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時   平成30年6月28日（木） 午後６時30分 

場 所   安平町役場 早来庁舎 

６月に開催された「菜の花さんぽ」の様子 



【会議レジュメ】 
 
１ 開  会 

 

 

２ 委員長挨拶 

 

 

３ 町長挨拶 

 

 

４ 議事 

 (１)第２次安平町総合計画 中期基本計画の策定に係る諮問について 
 
 (２)第２次安平町総合計画 中期基本計画の策定方針（案）について【資料６】 
 
 (３)安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況等について【資料１～資料４】 
 
 (４)地方創生推進交付金事業の評価・検証について【資料５】 

 

 

５ そ の 他 

 

 

６ 閉  会 

 

 

【安平町未来創生委員会の役割について】 

○安平町未来創生委員会条例 

（所掌事務） 
第２条 委員会は、町長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調査審議し、答申する。 

(１) 安平町まちづくり基本条例（平成25年安平町条例第32号）第23条に規定する総合計画（以下
「総合計画」という。）の策定に関する事項 

(２) その他町長が特に必要と認める事項 
２ 前項に掲げるもののほか、委員会は、次に掲げる事項に関し、町長に意見を述べることができる。 

(１) まち・ひと・しごと創生法（平成26年法律第136号）第10条に規定するまち・ひと・しごと創
生に関する施策についての基本的な計画の策定、見直し及び進行管理に関する事項 

 (２) 総合計画の見直し及び進行管理に関すること。 
 (３) その他町長が特に必要と認める事項 

    
未来創生委員会は、次の２つの計画の策定・見直し・進行管理となります。 

（１）第２次安平町総合計画（H29～H38までの町の全体計画） 

（２）安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略（H27～H31までの町の人口減少対策） 

 １ 



【議事（１）第２次安平町総合計画 中期基本計画の策定に係る諮問について】 

 

 

 

 

 

安政推第 ８５４ 号  

平成３０年６月２８日  

 

安平町未来創生委員会 

委員長 小 林 正 道 様 

 

 

安平町長 及 川  秀 一 郎     

 

 

 

第２次安平町総合計画 中期基本計画の策定について（諮問） 

 

 平成30（2018）年度をもって第２次安平町総合計画 前期基本計画の計画期間が

終了するため、平成31（2019）年度から平成34（2022）年度を計画期間とする第２

次安平町総合計画 中期基本計画を策定します。 

 この計画の内容について、安平町未来創生委員会条例第２条第１号の規定に基づ

き、安平町未来創生委員会の調査審議を賜りたく、諮問いたします。 

 

 

記 

 １．諮問事項 

   第２次安平町総合計画 中期基本計画の策定について 

 
            

資 料 

２ 



 

 

 

 

 

 

   

 

 

（ふりがな） 

氏   名 
 住   所 〒   － 

同 伴 者 名 電話番号  

当日の託児希望 有（      名）・無 

※希望有の場合（     才児） 

特記事項  

参加申込書（子育てパパ・ママ座談会）７月17日締め切り 

TEL：0145-22-2751 FAX：0145-22-2026 E-mail：kikaku@town.abira.lg.jp 
FAX：0145-22-2026 E-mail：kikaku@town.abira.lg.jp（電話・メールにて申込む場合は、各事項をお伝えくださ
い。） 

【主  催】 安平町役場 政策推進課 政策推進グループ 
【お問合せ】 〒059-1595 安平町早来大町９５番地 総合庁舎１階 
        TEL：0145-22-2751  FAX：0145-22-2026  E-mail：kikaku@town.abira.lg.jp 

（電話・メールにて申込む場合は、

以下の事項をお伝えください。） 

ファイナンシャル・プランナー 

星 洋子 氏 

（ＦＰオフィス・スターサポート） 

一般企業で１０年以上経理・総務業務に従事しな

がら、我が家の家計の見直しのためにＦＰ（ﾌｧｲﾅﾝｼ

ｬﾙ・ﾌﾟﾗﾝﾅｰ）の勉強を始め、同時にＦＰの資格を

取得。ライフプランを提案するＦＰとして相談業務、

セミナー講師などを中心に活躍中。 

『子育てパパ・ママ座談会』 

プログラム 
◆ライフプラン講座◆ 

子育て世代の皆さまが知りたい、子育ての将来設計、ライフプラン、家計を今一度 

見直し、夢をかなえるための方法についてわかりやすく学んでいきます♪ 

◆ グループワーク ◆ 

安平町で子育て中の皆さまが集い、子育てのまち安平町の実現に向け、普段の生活で

感じている声をお聞かせください！ 

我が家の家計 
～夢をかなえるライフプラン～ 

と き 

ところ 

対 象 

講師紹介 平成30 年７月２８日（土） 

▶午前の部 早来町民センター 
（３階 中集会室） 

▶午後の部 追分公民館  
（２階  集会室 ） 

▶午前の部 10：00 ～ 11：30 
▶午後の部 13：30 ～ 15：00 

定員・午前午後 

各２０名 

当日 
託児あり 

１８歳以下のお子様がいるご家庭 
 当日の託児もご用意しています 
（対象：0才～小学校３年生） 

安平町中期基本計画策定に向けた 

３ 



北町工業団地の分譲状況 

 

 
区画  業種  業務内容  

操業時期  

（予定）  

１  
①の一部、

②  
建設業、林業  

チップ製造  

バイオマス用や燃料用の木製チップの生産  
H30.5 

２  ①の一部  自動車整備業  自動車整備  
H32 ～ H33

年頃予定  

３  ①の一部  
製造業（生産用

機械器具）  

・工場加工用設備の製作修理保全  

・設備業保守点検  
H32.2 予定  

４  ③  獣医療  事務所兼自宅  H29.10 

５  ⑥、⑦  
農業機械の輸入

及び卸販売  
農業機械の輸入、組立て、整備販売  H32.10 予定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 済 

４  



分譲地名称

総区画数

売却数 残区画数 売却計 残区画数 売却数 残区画数 売却数 残区画数

平成１７年度まで 354 108 222 24

平成１８年度～
　 平成２６年度まで 45 14 1 30

平成２７年度 1 0 0 1

平成２８年度 2 0 0 2

平成２９年度 12 0 11 1

平成３０年度

平成３１年度

平成３２年度

合計 414 26 122 15 234 1 58 10

販売率 94.1% 89.1% 99.6% 85.3%

分譲宅地　販売状況（平成29年度末）

３分譲地　計

440

若草団地 アイリスタウン

235 68

ララタウンおいわけ

137

５



 

 

 

 平成２９年度 

 安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略の 

 進捗状況（平成２９年度末現在） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 資料１ 全体進捗状況 

 資料２ 基本目標に係るＫＰＩの進捗状況 

 資料３ 分野別の重要業績評価指標に係るＫＰＩの進捗状況 

 資料４ 進行管理・評価・改善等シート（Ａ３版）～別冊 



 

 

 

 



資料 １ 

安平町まち・ひと・しごと総合戦略 全体進捗状況 

平成２９年度実績（Ｈ30.3 末時点） 

１ 総合戦略の推進状況 

（1. 順調に進んでいる 2. 概ね順調に進んでいる 3. やや遅れている 4. 遅れている 5. その他） 

 

２ 進捗状況の説明及び設定根拠 

 総合戦略の基本目標に基づく各施策を実施してから３年が経過し、徐々に成果が現れているものも

あり、総合戦略の進行状況として「概ね順調に進んでいる」と評価している。 

生活の基盤となる雇用・くらし分野においては、一定程度の成果を見せているが、全国的に人口減少

が進む中で、当町における自然減少対策については数値として成果が見出せていない。外部要因に占め

る割合が大きいが、ＫＰＩを意識した進捗把握・進行管理により事業のスピードアップを図りたい。 
 

３ 主な施策と取組状況 

■基本施策『雇用』 ～（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援 

 ○工業団地の販売 

  平成 29 年度に懸念事項であった北町工業団地の５件の分譲を決定（３件売買済み）し、KPI の目

標値を達成。北町工業団地キャンペーンの実施により成果につながっている。今後は、追分地区

の工場適地などの PR を行っていくとともに、相談企業の求める土地情報の提供などを行ってい

く。 

 

 

 

設定項目 基準値 
重要業績評価 

指標／KPI 

進捗管理 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 

工業団地分譲販売数 ― 累計２件 ０件 ０件 
５件 

（累計５件） 

■基本目標『くらし』 ～（１）移住・定住施策の推進 

 ○宅地の販売 

  平成２９年度において計 12 区画（若草 11 区画、アイリス１区画）を販売し大きく販売率を上昇

させた。今後のさらなる販売促進に向けて、子育て世代に特化した事業との連携や情報提供の充

実を図るとともに、子育て世代に魅力ある分譲地の売り込み方法等を検討していく必要がある。 

 

 
設定項目 基準値 

重要業績評価 

指標／KPI 

進捗管理 

H27 年度 H28 年度 H29 年度 

町分譲宅地の販売率

の向上 
９０．７％ ９４．１％ ９０．９％ ９１．７％ ９４．１％ 

■基本目標『回遊・交流』 ～（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進 

 ○道の駅ｵｰﾌﾟﾝに向けて 

  町内事業所や団体などによる商品開発が進むなど、道の駅開業に向け町全体で取組む機運が高ま

りつつある。H31 の開業を見据えたイベント事業の検討やプロモーション活動などソフト面にお

ける効果的な事業展開を行っていくこととしている。 
 

交付金の種類 
 

設定項目 基準値 
重要業績評価 

指標／KPI 

進捗管理 

 H27 年度 H28 年度 H29 年度 

地方創生推進交付金 

社会資本整備交付金 

 道の駅ｵｰﾌﾟﾝによる 

来訪客数（H31 開業） 
― 

３２万人 

（H31 年度） 
― ― ― 

■その他 

基本目標『子育て』～追分地区子育て関連施設の集約による一体的支援の展開 

基本目標『くらし』～公共施設等の再編、集約による子育て支援サービス、行政サービ

スのワンストップ化事業 
 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画期間：平成27年度～平成31年度（５ヵ年） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標にかかるＫＰＩの進捗状況 

資料２ 



 

 

 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

 

 

分

野 
基本目標 

目標指標（KPI） 
分野別 

KPI有無 

進 捗 管 理 

 
指標項目 現状値 

H31年 

目標値 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

自
然
減
少
対
策 

①子どもを産

み育てる環

境整備のた

めに 

合計特殊出生

率の向上 

1.44人 

(H24-H26) 

1.60人 

 
― 

1.46人 

(H25-27) 

1.42人 

(H26-28) 

1.36人 

（H27-29） 
  

 

小学校児童

数・中学校生

徒数の維持・

向上 

 

 ５６人 

(H26.5) 

 

 ６０人 

― 

①６１人 

②５３人 

(H27.5) 

①７１人 

②７３人 

(H28.5) 

①５８人 

②５９人 

(H29.5) 

  

 

②将来の不安

を 取 り 除

き、いつま

でも安全・

安心に住み

続けられる

まちづくり

のために 

70歳以上の転

出高齢者の抑

制 

９人 

(H18-H25平均) 
  ４人 ― 

１６人 

(H27年) 

３２人 

(H28年) 

１７人 

（H29年） 
  

 

町民健康寿命

の延伸(75-84

歳の介護認定

率) 

 

１８.７％ 

(H26.3末) 

 

 １５％ 

― 

 

１７.５％ 

(H28.3末) 

 

１７.１％ 

(H29.3末) 

 

１７.2％ 

(H30.3末)   

 

社
会
減
少
対
策 

③強みを活か

した産業と

雇用の場づ

くりのため

に 

新規就農件数 
１組 

(H26年度) 
累計８組 有 ０組 

３組５名 

(累計3組5名) 

１組１名 

(累計4組6名) 
  

 

創業・起業 

件数 
― 累計５件 有 ５件 

３件 

(累計８件) 

０件 

(累計８件) 
  

 

④移住・定住

を見据えた

流動人口の

確保のため

に 

交流人口数の

増(観光者数) 

４２万人 

(H25年度) 
６５万人 ― ４１.6万人 ３８.0万人 ３８.2万人   

 

社会増減の均

衡実現(転入

者数－転出者

数) 

 

 △５９.６人 

(H18-H25平均) 

 

±０人 

― 
△３１人 

(H27年) 

△１２５人 

(H28年) 

△３５人 

（H29年） 
  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の重要業績評価指標に係るKPIの進捗状況 
 
 

     ① 雇 用    ② 子育て     ③ 教 育 

     ④ くらし    ⑤ 回遊・交流   ⑥ 情報発信 

 

 
 
 

資料３ 



 

① 雇 用 【強みを活かした産業と雇用の場の創出】 

 

（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

企業からの問い合わせ件数

【政策推進G】 

３件 

（H26年度） 
累計２０件 ５件 

９件 

(累計14件) 

１３件 

(累計27件) 

  

工業団地分譲地販売数 

【政策推進G】 
－ 累計 ２件 ０件 ０件 

５件 

(累計５件) 

  

廃止した公共施設等の企業

による利活用数 

【政策推進G】 

０件 

（H26年度） 
累計 ２件 １件 

１件 

(累計２件) 

０件 

(累計２件) 

  

次世代型生産プラント植物

工場の誘致 

【政策推進G】 

－ 累計 １件 ０件 ０件 ０件 

  

企業立地促進条例による支

援【政策推進G】 

３件 

（H26年度） 
累計２０件 ４件 

２件 

(累計６件) 

４件 

(累計10件) 

  

 

（２）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな産業創出・起業支援 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

地域ブランド化推進支援事

業による新産品の創出 

【商工労働観光G】 

２件 

（H26年度） 
累計１５件 １件 

２件 

(累計３件) 

６件 

(累計９件) 

  

農商工連携による６次産業

化関連企業・団体数 

【商工労働観光G】 

２件 

（H26年度） 
累計 ４件 

０件 

(累計２件) 

０件 

(累計２件) 

０件 

(累計２件) 

  

起業・創業相談件数 

【商工労働観光G】 
－ 累計１０件 ３件 

３件 

(累計６件) 

 ３件 

(累計９件) 

  

新規起業・創業件数（親族

以外の事業継承を含む） 

【商工労働観光G】 

－ 累計 ５件 ５件 
３件 

(累計８件) 

 ０件 

(累計８件) 

  

 

（３）新規就農者対策 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

体験実習・就農研修生の受

入れ数（組）【農政・畜産G】 

１組 

（H26年度） 
累計１０組 ３組５名 

３組４名 

(累計6組9名) 

４ 組 ７ 名 

(累計10組16名) 
  

認定新規就農者数（組） 

【農政・畜産G】 

１組 

（H26年度） 
累計 ８組 ０組 ３組５名 

１組１名 

（累計4組6名） 
  

新規就農住宅の設置 

【農政・畜産G】 

２軒 

（H26年度） 

３軒 

（H31年度） 
０軒 ０軒 ０軒   

農産品ブランド継承に向け

た地域おこし協力隊の活用

数【農政・畜産G】 

－ 累計 ２人 ０人 ０人 ２人   

農業経営基盤強化促進事業

実施件数【農業委員会】 

１件 

（H26年度） 
累計 ８件 ０件 ２件 

１件 

(累計３件) 
  



 

（４）商工業継承者対策 
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

起業・創業相談件数（再

掲）【商工労働観光G】 
－ 累計１０件 ３件 

３件 

(累計６件) 

３件 

(累計９件) 

  

新規起業・創業件数（親族

以外の事業継承を含む） 

（再掲）【商工労働観光G】 

－ 累計 ５件 ５件 
３件 

(累計８件) 

０件 

(累計８件) 

  

地域おこし協力隊制度を活

用した商工業継承候補者の

受入れ【商工労働観光G】 

－ 累計 ２人 ０人 ０人 ０人 

  

 

（５）町内企業等による若者雇用の支援等によるＵ・Ｉ・Ｊターンの促進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町外に居住する町内企業従

業員の移住・定住数 

【政策推進G】 

－ 累計５０人 ０人 ０人 ０人 

  

東胆振定住自立圏の連携事

業による居住･就労･生活支

援等に係る情報提供 

【政策推進G】 

－ 
連携事業 

１事業 

連携事業 

０事業 

連携事業 

０事業 

連携事業 

１事業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

② 子育て 【女性が働きながら子育てできる環境の創出】 

 

（１）子育て支援施設の整備促進と充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分地区子育て関連施設の

集約による一体的支援の展

開【子育て支援G】 

保育園・幼稚園な

ど子育て支援関連

施設 

   町内４か所 

旧追分庁舎を改修

し、児童福祉複合

施設として全てを

１か所に集約 

整備中 整備中 整備完了   

追分地区児童福祉複合施設

の設置による放課後児童ク

ラブ登録者定員数の増 

【子育て支援G】 

３０人 

(H27年５月) 

４０人 

（H31年度） 
３０人 ３０人 ３１人   

はやきた子ども園の民間に

よる魅力ある運営への移行

に伴う町外幼児の広域入所

数の増【子育て支援G】 

２人 

(H27年５月) 

１５人 

（H31年度） 
４人 ３人 ４人   

保護者・町民と行政等が一

体となった魅力ある園庭・

公園整備の実施数【子育て支

援G】 

－ 累計２事業 ０事業 
１事業 

(累計１事業) 

１事業 

(累計２事業) 
  

 

 

（２）子育て支援サービスの充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分地区における一時預か

り、休日保育利用者数 

【子育て支援G】 

－ 

年間延べ 

150人 

(一時預かり+休

日保育) 

０人 ０人 

年間延べ 

145人 

(一時預かり

+休日保育) 

  

子育てへの不安・負担を感

じる保護者の割合軽減

（ニーズ調査）【子育て支援G】 

４９.3％ 

(H25年度実施) 

３５.0% 

（H31年度） 
― ― ―   

教育委員会・福祉担当課の

団体支援策の実施による子

育てサポーター登録者数の

増【社会教育G】 

１３人 

（H26年度） 

２０人 

（H31年度） 
１６人 １６人 １６人   

 

 

（３）出産・子育ての経済負担軽減策の拡充 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

特定不妊治療費助成額の拡

大による希望者数の増 

【健康推進G】 

４人 

（H26年度） 
累計２５人 １０人 

１０人 

(累計20人) 

５人 

(累計25人) 
  

子育て費用負担の軽減を求

める保護者の割合軽減

（ニーズ調査）【子育て支援G】 

５８.3％ 

(H25年度実施) 

４５.0% 

（H31年度） 
― ― ―   

 

 



 

 

（４）乳幼児等の健康の確保 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

乳幼児健康診査受診率の向

上（独自実施の５歳児健

診）【健康推進G】 

８７.3％ 
（H22年度） 

↓ 
９２.3％ 

（H25年度） 

９５.0％以上 

（H31年度） 
９４.9％ ９８.2％ ９７.9％   

 

 

（５）小児医療体制の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町内医療機関における休

日・夜間救急体制の維持

【健康推進G】 

１か所 

（H26年度） 

1か所 

（H31年度） 
１か所 

０か所 

（累計１か所） 

０か所 

（累計１か所） 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

③ 教 育 【ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育】 

 

（１）学校教育の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

全国学力・学習状況調査

(全科目平均正答率) 

 【学校教育G】 

－ 
全国平均点以

上 

・小学校 

５科目中

４科目で全

国平均正答

率以上 

・中学校 

５科目中

１科目で全

国平均正答

率以上 

・小学校 

４科目中

３科目で全

国平均正答

率以上 

・中学校 

４科目中

全国平均正

答率以上の

科目０科目 

・小学校 

４科目中

１科目で全

国平均正答

率以上 

・中学校 

４科目中

１科目で全

国平均正答

率以上 

  

コミュニティ・スクール導

入校（認定こども園への導

入を含む。）【学校教育G】 

４校 

（H26年度） 

８校・園 

(H31年度) 
６校 

１園 

(累計７校・

園) 

１園 

(累計８校・

園) 

  

 

 

（２）ふるさと教育・学社融合事業の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
ふるさと教育・学社融合事

業への地域人材活用数の増 

（参考値：謝礼額）【社会教

育G】 

１９５千円 

（H26年度） 

２２０千円 

（H31年度） 
３８０千円 ５７６千円 ５８８千円   

「おはよう！プロジェク

ト」の全町立学校への導入

【学校教育G】 

１校 

（H26年度） 

６校 

（H31年度） 
１校 

５校 

（累計６校） 

０校 

（累計６校） 
  

社会教育活動への参加者数

の増(参考値：チャレンジ塾

参加者数)【社会教育G】 

１１４人 

（H26年度） 

1５０人 

（H31年度） 
１１８人 １１２人 ９３人   

 

 

（３）地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

追分高等学校からの就職・

進学率の向上【子育て支援G・

学校教育G】 

 
８７.9％ 

(H26年度末) 

 

＊33人中29人

が進学・就職

（進学9人・

就職20人） 

１００％ 

（H31年度） 
８３.3％ ９２.0％ ８７.9%   

各種検定料補助による資格

取得者の増【子育て支援G・学

校教育G】 

５６人 

（H26年度） 

６０人 

(５か年平均) 
２１人 ２５人 ６９人   

 

 



 

（４）教育における経済負担軽減策の拡充 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町独自の奨学金制度による

人材育成数の増（新制度含

む）【学校教育G】 

１５人 

（H26年度） 
累計７５人 ８人 

７人 

(累計15人) 

11人 

(累計26人) 
  

 

 

（５）地域文化・スポーツ活動等の活性化 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

少年文化・スポーツ団体、

中学部活動における全国大

会出場件数 【学校教育G、社

会教育G】 

－ 累計 ２件 
１２件 

 

９件 

(累計21件) 

10件 

(累計31件) 
  

地域スポーツ･健康増進活

動の推進に資する地域おこ

し協力隊の任用 

【社会教育G・地域推進G】 

－ 累計 １人 ０人 ０人 ０人   

 

 

（６）教育施設整備の促進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町立学校施設改修実施件数

（老朽対策）（町立学校の

うち５校対象）【学校教育G】 

１校 

（H26年度） 
累計 ４校 

１校 

(累計１校) 

０校 

(累計１校) 

０校 

(累計１校) 

  

学校トイレの洋式化対応

【学校教育G】 
－ 累計 ３校 ０校 

１校 

(累計１校) 

０校 

(累計１校) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

④ くらし【すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり】 

 

（１）移住・定住施策の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町分譲宅地の販売率の向上 

【政策推進G】 

９０.7％ 

(H26年度末） 
９４.1％ ９０.9％ ９１.7％ ９４．1％ 

  

新規住宅建設数の増 

【政策推進G】 

１７戸 

（H26年度） 
累計１００戸 １２戸 

１４戸 

(累計26戸) 

２７戸 

(累計53戸) 

  

町普通財産の売却件数 
【施設G】 

－ 累計１０区画 ０区画 
５区画 
(累計 
５区画) 

０区画 

  

総合戦略の施策実施による

子育て世帯の転入数 

【政策推進G】 

－ 

累計８０人 

＊年６世帯を

上乗せ換算 

２世帯５人 

２世帯５人 

(累計 

4世帯10人) 

５世帯18人 

(累計 

9世帯28人) 

  

町外に居住する町内企業従
業員の移住・定住数（再
掲） 
【政策推進G】 

－ 累計５０人 ０人 ０人 ０人 

  

東胆振定住自立圏の連携事
業による居住・就労・生活
支援等に係る情報提供（再
掲）【政策推進G】 

－ 
連携事業 
 １事業 

連携事業 
０事業 

連携事業 
０事業 

連携事業 
１事業 

  

     

 

 

（２）生活インフラの整備・長寿命化の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

町道舗装率【土木・公園G】 
６１.6％ 

（H25年度） 

６２.7％ 

（H31年度） 
６２.1％ ６２.9％ ６２.9％   

水道普及率の向上【水道課】 
８２.9％ 

（H25年度） 

８８.2％ 

（H31年度） 
８４.2％ ８５.1％ ８７.７％   

下水道普及率の向上 

【水道課】 

６６.3％ 

（H25年度） 

７８.0％ 

（H31年度） 
７２.7％ ７３.9％ ７５.３％   

橋梁長寿命化修繕率（対象

22橋）【建設G】 

４.5％ 

（H26年度） 

５０.0％ 

（H31年度） 
４.5％ ９.1％ ９.1％   

公共施設等の再編・集約に

よる子育て支援サービス・

行政サービスのワンストッ

プ化事業 

【総務G】 

関係施設５施設 

（H26年度） 

行政機能 
 …１施設 
児童福祉複合施設 
 …１施設 
新設を伴わな
い施設集約 

整備中 整備中 整備済   

 
 

 

（３）超高齢社会に対応した医療・福祉・介護の充実 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
町内医療機関における休

日・夜間救急体制の維持 

（再掲） 

【健康推進G】 

１か所 

（H26年度） 

1か所 

（H31年度） 
１か所 

０か所 

（累計１か所） 

０か所 

（累計１か所） 

  



 

地域見守り活動を行う団体

数の増【福祉G】 

１４団体 

（H26年度） 

２０団体 

（H31年度） 
１４団体 １７団体 １９団体   

健康寿命延伸事業の実施に

よる医療費の削減 
【健康推進G】 

＊介護認定率の低減は数値目標
に掲載 

－ 

対平成26年度 

▲5,065千円 

(H31年度) 

対H26年度 

＋5,137千円 

対H26年度 

▲57,729千円 

対H26年度 

▲94,602千円 
  

特別養護老人ホーム待機者
の減【国保・介護G】 

７０人 

（H26年度） 

６人 

（H31年度） 
３８人 ３１人 ３５人   

 
 

（４）シルバー世代が活躍できる生涯現役社会の実現 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
シルバー世代を含む町民に

よるNPO法人等の設立支援

制度の創設 

【地域推進G】 

－ 
１事業 

（H31年度） 

１事業 

(制度創設) 
― ―   

農村高齢者等を活用した農

産物集出荷組織の設立 

【地域推進G】 

－ 
１団体 

（H31年度） 
０団体 １団体 

０団体 

（累計1団体） 
  

 

 

（５）商業の振興 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

商店数の維持 

【商工労働観光G】 

７３戸 

（H26年度） 

８０戸 

（H31年度） 
７４戸 ７０戸 ７０戸   

年間商品販売額 

【商工労働観光G】 

約６４億円

（H26年度） 

７０億円 

（H31年度） 
― ― ―   

拠点施設による民間イベン

ト事業 

【商工労働観光G】 

１件 累計１０件 

１１件 

(内、街中拠

点活用助成

金事業1件) 

１３件 

(内、街中拠

点活用助成

金事業1件) 

１３件 

(内、街中拠

点活用助成

金事業2件) 

  

 
 
（６）地域公共交通体系の再編 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

デマンドバス登録者数の増

【地域推進G】 

５７９人 

（H26年度） 

７６０人 

（H31年度） 
６１２人 ６５２人 ６８５人   

デマンドバス・循環バス年

間利用者数の増 

【地域推進G】 

6,570人 
（H26年度） 

8,400人 

（H31年度） 
6,160人 7,397人 6,980人   

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

（７）再生可能エネルギーの利活用に向けた研究 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

再生可能エネルギーの活用

事例 

【商工労働観光G】 

 累計 ２件 ０件 
４件 

(累計４件) 

２件 

(累計６件) 
  

次世代型生産プラント植物

工場の誘致（再掲） 

【政策推進G】 

－ 累計 １件 ０件 ０件 ０件   

 

 

（８）地域コミュニティ活性化の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

まちづくり事業支援交付金
の活用団体の増 
【地域推進G】 

２団体 
（H26年度） 

累計４０団体 １０団体 
１５団体 
(累計 
25団体) 

７団体 
(累計 
32団体) 

  

町内各種団体の法人化 
【地域推進G】 

１団体 
（H26年度） 

累計 ３団体 ０団体 ２団体 
１団体 
(累計 
３団体) 

  

過疎地域等集落ネットワー
ク圏形成支援事業を活用し

た地域数 
【地域推進G】 

－ 累計 １団体 ０件 ０件 ０件   

地域支援員としての地域お
こし協力隊の活用数 
【地域推進G・商工労働観光G】 

－ 累計 １人 ０人 ０人 ２人   

 

 

（９）防災対策の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
エリア放送網世帯カバー率
の増【情報G】 

９.8％ 
（H26年度） 

９５％以上 
（H31年度） 

４９.5％ ９３.0％ ９３.0％   

自主防災組織数の増 
【情報G】 

１０団体 
（H26年度） 

２０団体 
（H31年度） 

１３団体 １７団体 １９団体   

災害時備蓄計画に基づく備
蓄基準達成率の向上（H26年
度⇒H31年度）【情報G】 

①食料78.6％、 

②水79.7％、 

③ストーブ100％ 

④毛布47.6％ 

①食料100％ 

②水100％ 

③ストーブ100% 

④毛布76.2％ 

①100％ 
②100％ 
③100% 
④ 66.7％ 

①100％ 
②100％ 
③100% 
④ 70.5％ 

① 65.7％ 
②120％ 
③100% 
④ 47.6％ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

⑤ 回遊･交流【地域の観光資源を活用した回遊･交流の仕組みづくり】 

 

（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
「道の駅」のオープンによ

る来訪客数（H31年度オー

プン予定） 

【道の駅経営推進G】 

－ 
３２万人 

（H31年度） 
― ― ―   

サテライト施設・未来に残

したい風景の選定数 

【商工労働観光G】 

－ 累計１０か所 ０か所 ６か所 ０か所   

域内観光ルートの選定数 

【商工労働観光G】 
－ 累計 ３本 ２本 

２本 

(累計４本) 

２本 

(累計６本) 
  

外国人ツアー客の受入れ数 

【商工労働観光G】 

７７人 

（H25年度） 
累計５００人 ０人 ０人 ０人   

 

 

（２）スポーツ交流の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 
アイスアリーナの通年化事

業による稼動可能日数の増

【社会教育G・総合教育G】 

１７０日 

（H26年度） 

３００日 

（H31年度） 
３１日 ２８５日 ２８４日   

合宿所利用者数【社会教育

G・総合教育G】 

2,339人 
（H26年度） 

3,000人 
（H31年度） 

2,298人 2,811人 2,840人   

合宿活動団体数の増 

【社会教育G・総合教育G】 

３５団体 

（H26年度） 

５０団体 

（H31年度） 
６３団体 １１４団体 １２９団体   

 

 

（３）グリーンツーリズムの推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

グリーンツーリズム登録バ

ンクの登録農家数 

【商工労働観光G】 

－ 
１０戸 

（H31年度） 
０戸 ０戸 ０戸   

農村滞在型余暇活動機能整

備計画の策定による各種規

制緩和の実現 

【商工労働観光G】 

－ 

旧早来町域の

規制緩和実現 

(H31年度まで) 

未策定 未策定 
策定済 

H30.4施行 
  

町内グリーンツーリズム受

託体制（団体）整備 

【商工労働観光G】 

－ 
１団体 

（H31年度） 
１団体 

１団体 

（累計２団体） 

０団体 

（累計２団体） 
  

グリーンツーリズム事業

受入れ数の増 

【商工労働観光G】 

２２８人 

(H26年度) 

*東胆振子ど

もＧＴ推進

連合会事業 

５００人 

(H31年度) 

*観光協会主

催事業を含

む 

２８４人 ２８２人 ６７３人   

 

 



 

 

（４）合併１０周年を契機とした地域間交流の推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

合併10周年記念関連事業参

加者数（H28年度）＊あびら夏！う

まかまつりを除く。【総務G】 

－ 
延べ5,000人 

(H28年度) 
０人 

延べ 

7,677人 
―   

あびら夏！うまかまつり入

場者数 

【商工労働観光G】 

30,000人
（H26年度） 

32,000人 
（H31年度） 

30,000人 20,000人 30,000人   

地域間交流スポーツ大会参

加者数の増 【社会教育G】 

１２０人 

（H26年度） 

２００人 

（H31年度） 
１０８人 １４８人 １５０人   

 

 

（５）広域連携事業の推進 

 【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

PDCAサイクルに基づく共生
ビジョンの見直し（定住自
立圏構成自治体による共生
ビジョン見直しにおいて
KPI設定） 
【政策推進G】 

－ － 
共生ビジョ

ン策定 
― 

共生ビジョ

ン見直し 
  

胆振管内市町による東京23

区との連携事業 

【商工労働観光G】 

－ 累計 ５事業 ０事業 
２事業 

(累計２事業) 

１事業 

(累計３事業) 
  

 



 

⑥ 情報発信 【的確な情報提供による町のイメージアップ】 

 

（１）戦略的シティプロモーションの推進 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はH27～H31までの累計数） 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

特別住民制度登録者数 

【商工労働観光G】 

９人 

（H26年度） 
累計５０人 ５０人 

２人 

(累計52人) 

５人 

(累計57人) 
  

ふるさと納税額・返礼品経

費の増 

【総務G】 

 （参考：H27.4月～10月） 

     寄附額 66,310千円 

（H26年度） 

ふるさと納税

額 

24,416千円 

 

返礼品経費概

算額 

7,000千円 

（H31年度） 

ふるさと納税

額 

100,000千円 

 

返礼品経費概

算額 

30,000千円 

ふるさと

納税額 

289,582 千

円 

 

返礼品等

経費 (シス

テム利用料

等含む) 

132,262 千

円 

 

ふるさと

納税額 

308,478 千

円 

 

返礼品等

経費 (シス

テム利用料

等含む) 

155,846 千

円 

 

ふるさと

納税額 

379,350 千

円 

 

返礼品等

経費 (シス

テム利用料

等含む) 

221,387 千

円 
 

  

フェイスブック「いいね」

の数 【情報G】 

821 
(H27年11月) 

3,000 
（H31年度） 

896 1,120 1,310   

地域ブランドランキング

【情報G】 
対象外 １００位以内 対象外 対象外 対象外   

 

 

（２）情報通信技術を活用した情報提供システムの整備 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

エリア放送網世帯カバー率

の増（再掲） 【情報G】 

9.8％ 

（H26年度） 

９５％以上 

（H31年度） 
４９.5% ９３.0% ９３.0%   

リニューアル後ＨＰ訪問者

（回） 【情報G】 

1,120,964回

(H26年度) 

２００％増 

（H31年度） 
6,183百回 14,927百回 19,849百回   

 

 

（３）職員の意識改革と広報技術力の向上 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 
重要業績評価

指標／ＫＰＩ 

進 捗 管 理 

H27年度 

（H28.3） 

H28年度 

（H29.3） 

H29年度 

（H30.3） 

H30年度 

（H31.3） 

H31年度 

（H32.3） 

あびらチャンネル動画コン

テンツ作成専門スタッフと

して地域おこし協力隊の活

用数 【情報G・地域推進G】 

－ 
２人 

（H31年度） 
０人 ２人 ２人   

主体となる広報媒体の変更

による広報紙面の段階的縮

小 【情報G】 

－ ページ数削減 
削減数 

０ページ 

削減数 

０ページ 

削減数 

42ページ 
  

 



資 料 ４

平成30年６月　庁内会議、未来創生委員会

平成30年４月　各課照会

安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

平成29年度　進行管理・評価・改善等シート

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｃ（チェック）　評　価

Ｃの検証・評価・反省を踏まえ、KPI

達成に向けて、翌年度以降に反映・

改善を行っていく。

Ａ（アクション）　改　善

安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

の施策分野である「雇用」「子育て」

「教育」「くらし」「回遊・交流」「情報提

供」の記載内容及び重要行政評価

指標（ＫＰＩ）

Ｐで掲げた施策分野に対応し、実現

するために計上された投資的事業。

＊補正予算で対応した事業並びに経

常的経費及びゼロ予算については、最

終評価の段階で追記する。

Ｄの施策の実施によって得られた成果

を検証し、評価・反省を行う。

＊ＫＰＩ達成度の観点から評価

Ｄ（実行）　施策の実施



[H29年度　雇用]2　　

Ａ（アクション）　改善

企業からの問合せ件数 ３件 ５件 ９件 １３件 累計20件

＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

工業団地分譲地販売数 ー ０件 ０件 ５件 累計２件

廃止した公共施設等の企業によ
る利活用数

０件 １件 １件 ０件 累計２件

次世代型生産プラント植物工場
の誘致

ー ０件 ０件 ０件 累計１件

企業立地促進条例による支援 ３件 ４件 ２件 ４件 累計20件

地域ブランド化推進支援事業に
よる新産品の創出

２件 １件 ２件 ６件 累計15件

＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

農商工連携による６次産業化関
連企業・団体数

２件 ０件 ０件 ０件 累計４件

起業・創業相談件数 ー ３件 ３件 ３件 累計10件

新規起業・創業件数（親族以外
の事業継承を含む）

ー ５件 ３件 ０件 累計５件

体験実習・就農研修生の受入れ
数（組）

１組 3組5名 ３組４名 ４組７名 累計10組
＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

認定新規就農者数（組） １組 ０組 3組5名 １組１名 累計８組

新規就農住宅の設置 ２軒 ０軒 ０軒 0軒 ３軒

農産品ブランド継承に向けた地
域おこし協力隊の活用数

― ０人 ０人 ２人 累計２人

農業経営基盤強化促進事業実
施件数

１件 ０件 ２件 １件 累計８件

資 料 ４

新規就農対策事業 農林
農政
畜産

農業経営を営む者に対する面的集積
を図るため、北海道農業公社が農用地
等を買い入れ、又は借り入れて、認定
農業者等の担い手への売却、貸付を
行う。

農地集積への支援補助
農業経営基盤強化促進事業
（農地保有合理化事業）

農業
委員
会

農地

受入れ団体への補助金

従来の新規就農対策を深化させ、新た
な官民一体組織体制を構築し、新規就
農者確保に向けた支援を行うもの。
＊加速化交付金活用（Ｈ２８）

関係機関と連携した創業支援
事業の展開

まち
推進

まち
推進

起業創業を促す取組みとして、創業支
援計画に基づき、商工会・金融機関・
行政などの関係機関と連携した創業塾
や相談会などを行う。

・創業塾
・起業相談会

創業支援事業計画の策定
まち
推進

まち
推進

食の商品開発事業
【H29】

企画
財政

次年度以降に向けた
改善点

事業内容 項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
ＫＰＩ

目標値
全体概要

【商工労働観光G】
・ふるさと納税の返礼品
や道の駅オープンを契
機に、販路が広がりつつ
あることから、新商品や
既存商品の定着と販路
拡大につなげていく。
また、農産物直売・加工
推進に向けた取組みに
より支援を行いなが、農
商工連携につなげてい
く。

・制度活用を促すため、
創業者等支援事業補助
金の要件緩和の改正を
行っていく。

・創業塾の開催支援を
行っていくほか、起業創
業を希望する外からの
人を呼び込むための取
り組みを進めていく。

【政策推進G】
工業団地以外において
も企業進出を検討してい
る企業もあり、追分地区
の工場適地などをPRし
ていくとともに進出企業
の求める土地の情報提
供を行っていくとともに、
継続的なＰＲ活動を行い
ながら、企業誘致を進め
ていく。

商業の活性化と創業起業を促すため、
産業競争力強化法に基づく創業支援
事業計画を策定するもの。

（３）新規就農者対策

・多様な作物が生産される町の主要産業である農業の

後継者等育成を図るため、新規就農相談から移住、就

農研修、就農に至るまでを、地域や民間団体との連携

により総合的に支援します。

・特にアサヒメロン、肉用牛など市場評価が高い農産物

の生産者の高齢化と後継者不足が深刻であるため、こ

れらのブランド継承対策を推進します。

・農地中間保有等による担い手への農地集約化、農地

優良化に取り組む農業者への支援など、担い手農業者

への円滑な農地流動化と優良農地の確保を推進しま

す。

地域産業及び地域経済の活性化など
を目的とし、北町工業団地の減額譲渡
による特別販売を行い、企業立地及び
企業誘致を行う。

特別販売業務
・H29は特別販売の強化

廃止した公共施設の活用によ
る企業誘致の取組み

施設
・まち
推進

閉校となった旧富岡小学校等の利活
用を目指し、民間企業による活用、誘
致を行う。

企業向け住宅の公募（旧消
防宿舎）

安平町地域ブランド化推進支
援事業

まち
推進

新ブランドの確立を目指し、新たな特
産品の開発や既存商品の付加価値向
上の取組を支援する。
＊加速化交付金活用（H28）

支援補助金

創業者等支援事業
まち
推進

まち
推進

まち中で開業する創業者と事業を継承
する地域おこし協力隊を支援する。ま
た、まち中の景観保全のための空き店
舗の活用等を支援する。　（Ｈ２８年度
事業開始）

創業者支援（空き店舗賃料
及び空き店舗改修助成）

（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援

・災害時リスク分散を検討するＩＴ系事業者など、道内

外の企業に対して当町の地理的優位性や安価な分譲

地などをＰＲし、企業誘致の促進を図ります。

・長い日照時間と少雪など恵まれた立地条件を活かした

次世代型生産プラントによる植物工場の誘致に取り組

みます。

・町内企業の工場増設、設備更新等に対する助成制

度や、町誘致企業会の各種活動への協力など、立地企

業の持続的な経営を支援します。

・地理的優位性に着目したベンチャー企業や投資家など

からの様々な相談や問い合わせがある現状にあることか

ら、将来的な地域雇用や活性化の可能性を追求し、具

体的な提案の実現に向けた行政支援を行います。

（２）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな産業
創出・起業支援

・地域資源を活かした新商品の開発や商品化、宣伝普及活

動等を行う企業等への支援を通じ、地場産品の付加価値の

向上（ブランド化）に取り組みます。

・ふるさと納税制度における返礼品としての地域特産品の活用

や「道の駅」に併設する物産販売所・農産物直売所の設置な

ど、販路拡大を契機として、農商工連携の６次産業化に向け

た取組みを支援します。

・新たな産業創出や起業に関する相談が、あと一歩で実現に

至らない現状にあることを踏まえ、産業競争力強化法に基づく

「創業支援事業計画」を策定し、町・商工会・金融機関など、

関係機関と一体となった起業・創業支援を行います。

・購買力調査やニーズ調査を行い、チャレンジショップ制度など

起業に向けたきっかけづくりを通じて、増加する空き店舗対策

に取り組みます。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、構成市町のそれぞれ

の地場産品の圏域外への販路拡大と地域全体のブランド力の

創出と情報発信に取り組みます。

○新規就農対策事業（定住促進条
例に基づく支援、青年給付金、新規
就農研修制度等）

○空き家等を活用した新規就農住
宅の充実

○地域おこし協力隊制度を活用し
た主要農産品のブランド継承者の
確保

○担い手への農地の集積と集約化
による農業経営の規模拡大、新規
参入促進

①　雇　用

関連基本目標
 ➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：強みを活かした産業と雇用の場の創出

○体験実習・就農研修
生の受入れ数（組）　累
計　10組

○認定新規就農者数
（組）　累計　８組

○新規就農住宅の設置
３軒（H31年度）

○農産品ブランド継承
に向けた地域おこし協
力隊の活用数　累計　２
人

○農業経営基盤強化促
進事業実施件数　累計
８件

まち
推進

○地域ブランド化推進
支援事業による新産品
の創出　累計　15件

○農商工連携による６
次産業化関連企業・団
体数　累計　４件

○起業・創業相談件数
累計　10件

○新規起業・創業件数
（親族以外の事業継承
を含む）　累計　５件

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○企業からの問い合わ
せ件数　累計　20件

○工業団地分譲地販売
数　累計　２件

○廃止した公共施設等
の企業による利活用数
累計　２件

○次世代型生産プラン
ト植物工場の誘致　累
計　１件

○企業立地促進条例に
よる支援　累計　20件

企業誘致ＰＲ事業
まち
推進

まち
推進

商流分析を行い、地元企業と取引のあ
る企業に対しダイレクトメールを送付す
るとともに、引き続きメディアを使ったPR
を行い企業誘致する。
＊加速化交付金活用（H28）

・新聞広告
・誘致企業PR業務

北町工業団地特別販売キャン
ペーン

まち
推進

まち
推進

施設
・まち
推進

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

担
当
課

グ
ル
｜
プ

具体内容　[雇用] 関係事業名掲載した主な事業例

○首都圏企業等への企業誘致ＰＲ・
分譲地キャンペーン事業

○廃止した公共施設等を利活用し
た企業誘致の推進

○次世代型生産プラントによる植物
工場誘致（再生可能エネルギー活
用）

○企業立地促進条例に基づく支援

○地域ブランド化事業（新産品創出
事業）活動への支援

○農商工連携による６次産業化の
促進

○創業支援事業計画に基づく起
業・創業支援（初期投資軽減、起
業・創業セミナーなど）

○東胆振定住自立圏の連携事業に
よる地場産品の販路拡大とブランド
力の創出と情報発信

農業次世代人材投資事業
（青年就農給付金事業）

農林
農政
畜産

新規就農者への給付金事業 新規就農者への給付金

アグリウーマン住宅改修事業
農林
課

農政
畜産

食農おこし協力隊（地域おこし協力隊）
の確保育成と受入れ体制を整えるた
め、既存の就農住宅を改修整備する。

アグリウーマン住宅の改修

道の
駅

道の駅の魅力を高めるため、地場産品
を活用した商品開発等の取組を支援
する。
＊推進交付金活用（H29）

支援補助金

【農政・畜産G】

・地域おこし協力隊に関
して、今後は隊員の地域
定着や起業創業などの
サポートを行っていく。

・新規就農住宅の確保
は、ニーズを精査した上
で物件を探していきた
い。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【政策推進課】

【政策推進G】
平成２９年度において、北町工業団地特別販売キャンペーン実施により、企業からの問合せ件数
が伸びたこと及び北町工業団地の完売となり、平成３２年度までに各社操業する流れで動いてい
る。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課】

【商工労働観光G】
・地域ブランド化推進支援事業による新産品の創出については、概ね順調に進んでいる。今後
は、新商品の定着やいかに商品を売り込んでいくかが課題となる。

・農商工連携による６次産業化は、基準値にある既存団体の取り組みは継続されているが、新た
な取り組みまでは至っていないのが現状。しかし、安平産を活用したお酒（焼酎、日本酒など）が
作れられるなど、農商工連携や六次化の小さな芽が生まれ始めている。

・平成28年度から創業者等支援事業補助金制度を創設したが、廃業店舗の多くは住居兼店舗物件で人が
まだ居住しているという課題もあって、利用実績がなく、空き店舗対策や創業支援にはつながっていない。制
度活用を促すため、創業者等支援事業補助金の要件緩和などを検討していく必要がある。
　商工会を中心に行っている創業塾には、地域おこし協力隊をはじめとした起業創業に意欲のある方が参
加しており、最終的な起業創業へつながるようサポートをしていきたい。
　また、外からの起業希望者をいかに呼び込むかが不足しており課題である。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課・農業委員
会】

【農政・畜産G】
・研修生等の受入は、目標を達成しており、認定新規就農者数は目標達成の見込が高い。また、
平成29年度に地域おこし協力隊の活用に着手し目標を達成している。
・新規就農住宅については、ニーズを精査しながら目標年度までに達成したい。

Ｈ２８：策定済み



[H29年度　雇用]3　　

Ａ（アクション）　改善

次年度以降に向けた
改善点

事業内容 項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度
ＫＰＩ

目標値
全体概要

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

担
当
課

グ
ル
｜
プ

具体内容　[雇用] 関係事業名掲載した主な事業例

起業・創業相談件数（再掲） ― ３件 ３件 ３件 累計10件
＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

新規起業・創業件数（親族以外
の事業継承を含む）　（再掲）

― ５件 ３件 ０件 累計５件

地域おこし協力隊制度を活用し
た商工業継承候補者の受入れ

― ０人 ０人 ０件 累計２人

町外に居住する町内企業従業員
の移住・定住数

― ０人 ０人 ０人
累計
50人

＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

東胆振定住自立圏の連携事業
による居住・就労・生活支援等に
係る情報提供

―
連携事業

　０事業
連携事業

　０事業
連携事業

　１事業
連携事業

　１事業

（４）商工業継承者対策

・町内各市街地における商業主の高齢化、後継者不

足、売り上げの減少による閉店廃業の増加が課題であ

ることから、後継者不在の個店等を対象とした公募によ

る事業継承者確保対策を支援します。

（５）町内企業等への支援による若者雇用、Ｕ・Ｉ・Ｊ
ターンの促進

・社会減少の主要因である20代の若者の転出超過に

歯止めをかけるとともに、町外から町内へ通勤する同年

代層の転入促進を図るため、町内企業に就業する若者

と雇用企業の双方に対する連動支援策を創設します。

・「いつかは生まれ故郷に帰りたい」というＵ・Ｊターン希

望者へは雇用情報と居住情報の提供が不可欠であるこ

とから、東胆振定住自立圏の連携事業として居住・就

労・生活支援等の情報提供に取り組みます。

○創業支援事業計画に基づく起
業・創業支援（初期投資軽減、起
業・創業セミナーなど）（再掲）

○地域おこし協力隊制度を活用し
た商工業事業継承者の確保

○定住促進条例に基づく新規商工
業後継者奨励事業

○起業・創業相談件数
（再掲）　累計　10件

○新規起業・創業件数
（親族以外の事業継承
を含む）（再掲）　累計
５件

○地域おこし協力隊制
度を活用した商工業継
承候補者の受入れ　累
計　２人

創業者等支援事業（再掲）
まち
推進

まち
推進

広域連携による合同就職説明
会
【H29-】

企画
財
政・ま
ち推
進

○町外に居住する町内
企業従業員の移住・定
住数　累計　50人

○東胆振定住自立圏の
連携事業による居住･就
労･生活支援等に係る
情報提供　連携事業　１
事業

○若者雇用促進事業（地元企業の
若者雇用促進と若者定住促進を
セットで支援）

○東胆振定住自立圏の連携事業に
よる居住･就労･生活支援等に係る
情報提供

北海道厚真町・安平町移住・定
住推進政策連携事業～地域特
性を融合した多様な「はたらき
方」と「田舎暮らし」のプロ
デュース～

＊加速化交付金活用（Ｈ２８）

まち
推進

まち
推進

20～39歳の年代層を主なターゲット
に、｢しごと｣と｢住まい｣の両面からの施
策に取組み､人口構成比率の改善に
チャレンジするとともに、併せてこれま
で知名度の低い両町が単独で行って
きた移住・定住に関する取組みを､歴史
的・文化的に結びつきの強い複数の自
治体が一体となって展開するビジョンを
描き、これを実現するためのファースト
ステップとして厚真町と安平町が先駆
的に次の連携事業を展開する。

安平町が実施する、商流分
析（４社）、誘致企業PR業
務、統合型GISを活用した空
き家データベースの整備、
移住体験ツアーの実施、首
都圏イベント（暮らしフェア）
参加事業、広告宣伝事業、
ホームページ改修事業

【政策推進G】
定住促進事業（定住促
進条例）の見直しによ
り、町外に居住する町内
企業従業員の移住を促
す制度を創設する。

まち中で開業する創業者と事業を継承
する地域おこし協力隊を支援する。ま
た、まち中の景観保全のための空き店
舗の取り壊しを支援する。

創業者支援（空き店舗賃料
及び空き店舗改修助成）

創業支援事業計画の策定（再
掲）

まち
推進

まち
推進

商業の活性化と創業起業を促すため、
産業競争力強化法に基づく創業支援
事業計画を策定するもの。

Ｈ２８：策定済み

関係機関と連携した創業支援
事業の展開　（再掲）

まち
推進

まち
推進

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【政策推進課】

【政策推進G】
・当町の人口確保対策のターゲット層である「町外に居住する町内企業従業員」の移住を促す効
果的な制度創設を目的に、平成２９年度は企業及び対象従業員へのアンケート及び現状分析を
実施。
　今後、新規採用時に町内に定住する仕組みを企業とともに構築したり、若者と雇用企業双方に
対する連動支援となる制度創設を行ってくいくこととする。

・平成２９年度は、新たな取組みとして、就職後の居住相談や移住相談を含めた情報提供というこ
とで、新規大卒者やＵＩＪターン希望者を対象とした苫小牧市主催の就職合同説明会に近隣町の
安平町、厚真町が参加。
　すぐに移住に直結するものではないが、各市町単独での取組みではなく、広域で取組むことで
圏域内の人口ダム機能を確保できる取り組みにつなげていくことを目指していく。
　民間事業者との連携を可能にした不動産情報の提供体制については、土地・空き家物件の登
録に関する問い合わせも増えており、定着してきているが、賃貸物件や空き家などの登録物件数
を増やしていくことが課題である。

起業創業を促す取組みとして、創業支
援計画に基づき、商工会・金融機関・
行政などの関係機関と連携した創業塾
や相談会などを行う。

企
画・ま
ち推
進

新規大卒者・転職・ＵＩＪターン希望者等
を対象とした就職合同説明会（苫小牧
市主催）への連携事業として、安平町・
厚真町が参加し、就職後の居住相談
や移住相談を含めた情報提供と相談
を行うもの。

・札幌会場

【商工労働観光G】
・（再掲）制度活用を促す
ため、創業者等支援事
業補助金の要件緩和の
改正を行っていく。

・（再掲）創業塾の開催
支援を行っていくほか、
起業創業を希望する外
からの人を呼び込むた
めの取り組みを進めて
いく。

【商工労働観光G】
・（再掲）平成28年度から創業者等支援事業補助金制度を創設したが、廃業店舗の多くは住居兼
店舗物件で人がまだ居住しているという課題もあって、利用実績がなく、空き店舗対策や創業支
援にはつながっていない。制度活用を促すため、創業者等支援事業補助金の要件緩和などを検
討していく必要がある。
　商工会を中心に行っている創業塾には、地域おこし協力隊をはじめとした起業創業に意欲のあ
る方が参加しており、最終的な起業創業へつながるようサポートをしていきたい。
　また、外からの起業希望者をいかに呼び込むかが不足しており課題である。

・地域おこし協力隊を活用した商工業継承候補者の受入れについては、現状としてはこれまでと
変わらないが、引き続き商工会と連携して状況を把握していくこととする。（商工会とも連携しなが
ら継承希望店舗の聞き取りをしているが、実際に既存の事業主が親族以外の人に店舗や事業を
譲り渡すことが出来るか、また継承を望まない事業者も多く、それらが課題となっており、現状で
は地域おこし協力隊による受入れまでには至っていない。）

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課】

・創業塾
・起業相談会



[H29年度　子育て]4　　

Ａ（アクション）　改善

追分地区子育て関連施設の集
約による一体的支援の展開

整備中 整備中 整備完了

児童福祉
複合施設
として１箇
所に集約

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

追分地区児童福祉複合施設の
設置による放課後児童クラブ登
録者定員数の増

30人 30人 30人 31人 40人

はやきたこども園の民間による魅
力ある運営への移行に伴う町外
幼児の広域入所数の増

２人 ４人 3人 ４人 15人

保護者・町民と行政等が一体と
なった魅力ある園庭・公園整備
の実施数

― ０事業 １事業 1事業
累計

２事業

障がい児特別保育事業 教委
子育
て支
援

はやきた認定子ども園に通園するしょ
うがい児の保育に要する経費を運営
団体に補助する。

特別支援教育推進補助

追分地区認定子ども園整備事
業

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在す
る幼稚園、保育園、季節保育園と児
童館、放課後児童クラブ、子育て支
援センターを統合した「追分地区児
童福祉複合施設」を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費

まちづくり事業支援交付金（園
庭整備）

まち
推
進・
教委

まち
推
進・
教委

保護者・町民で構成する団体が主体
となり、子どもの遊び場づくりを行うも
の。

・はやきた子ども園
　平成28年度から３ヵ年計画
・おいわけ子ども園
　平成29年度から３ヵ年計画

追分地区における一時預かり、
休日保育利用者数

― ０人 ０人
年間延べ

145人
年間延
べ150人

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

子育てへの不安・負担を感じる
保護者の割合軽減（ニーズ調
査）

49.3% ― ― ― 35.0%

早来児童Ｃ ・追分児童館民営
化事業

教委
子育
て支
援

認定こども園（民間法人）による一体
的な運営とすることで、就学前から小
学生まで一貫した運営方針による事
業展開を目指し、児童センター・児童
館の民営化を行う。

教育委員会・福祉担当課の団体
支援策の実施による子育てサ
ポーター登録者数の増

13人 16人 16人 16人 20人

特定不妊治療費助成額の拡大
による希望者数の増

４人 10人 10人 ５人
累計
25人

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

子育て費用負担の軽減を求める
保護者の割合軽減（ニーズ調
査）

58.3% ― ― ― 45.0%

（１）子育て支援施設の整備促進と充実

・分散する追分地区の幼児保育・教育施設等を既存

公共施設の再配置・利活用により統合し、認定こども

園、放課後児童クラブ、子育て支援センターを併設した

「児童福祉複合施設」を整備します。

・質の高い特色ある保育・教育サービスの提供と住民

ニーズへの迅速な対応を目指し、はやきた子ども園を公

私連携幼保連携型認定こども園へ移行するとともに、学

校運営協議会（コミュニティ・スクール）を設置します。

・発達段階に応じて遊びながら体力や想像力等が備わ

る「遊びを通じた教育」を実現するため、ふるさとの匂いを

感じ、子どもが安心・安全に伸び伸びと遊ぶことのできる

公園・園庭、遊び場確保を、地域住民・保護者との協

働、既存施設の有効活用などを通じて整備します。

（２）子育て支援サービスの充実

・追分地区児童福祉複合施設の整備による施設の充

実に伴い、未実施であった３歳児教育、延長保育、一

時預かり保育など、子育て世代からのニーズの高いサービ

スを開始し、早来地区との保育サービスの均衡化を図り

ます。

・町民有志で結成され、運営する子育てサポーターによ

る「行政サービスのすきま」を補う活動に対する支援ととも

に、子育てが一段落した女性やシニア世代を活用した更

なるサービス拡充へとつなげるなど、子育て世代の働きや

すい環境の醸成に取り組みます。

（３）結婚・出産・子育ての経済負担軽減策の拡充

・女性の晩婚化対策とともに、出産年齢の高齢化に伴う

不妊治療ニーズが増加している現状にあることから、高額

な医療費がかかる特定不妊治療への経済的支援を行

います。

・子どもの医療費や保育料等の軽減を図り、子育て世

代の経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環

境の整備により出生率の向上を図ります。

○追分庁舎改修による「児童福
祉複合施設」の整備（小さな拠
点事業）

○はやきた子ども園の「公私連
携幼保連携型認定こども園」へ
の移行による特色ある保育・教
育の実施

○遊びを通じた教育を実現する
施設整備（はやきた子ども園）

○追分地区における３歳児教
育、一時預かり、休日保育の実
施

○保育時間や休日保育など、地
域子ども子育て支援事業の更な
る充実

○子育てサポーター（子育てサ
ポーターの会「ありす」）に対する
運営支援

○特定不妊治療に係る独自助
成の拡大

○０歳～中学３年生までのインフ
ルエンザ予防接種料独自助成
の実施

○子ども医療費無料化の独自拡
充（18歳まで入院・通院を無料
化）
＊道の助成対象は、就学前児
童は入院・通院、小学生は入院
のみ対象(３歳児以上は所得に
より自己負担あり)

○保育料の軽減措置の実施（現
行は独自に国基準の1/2。更な
る軽減を検討）

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

資 料 ４

○追分地区子育て関連
施設の集約による一体
的支援の展開　旧追分
庁舎を改修し、児童福
祉複合施設として全て
を１か所に集約

○追分地区児童福祉複
合施設の設置による放
課後児童クラブ登録者
定員数の増　40人（H31
年度）

○はやきた子ども園の
民間による魅力ある運
営への移行に伴う町外
幼児の広域入所数の増
15人（H31年度）

○保護者・町民と行政
等が一体となった魅力
ある園庭・公園整備の
実施数　累計　２事業

○追分地区における一
時預かり、休日保育利
用者数　年間延べ　150
人(一時預かり+休日保
育)

○子育てへの不安・負
担を感じる保護者の割
合軽減（ニーズ調査）
35.0%（H31年度）

○教育委員会・福祉担
当課の団体支援策の実
施による子育てサポー
ター登録者数の増　20
人（H31年度）

○特定不妊治療費助成
額の拡大による希望者
数の増　累計　25人

○子育て費用負担の軽
減を求める保護者の割
合軽減(ニーズ調査)
45.0%（H31年度）

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【教育委員会】

【子育て支援G】
・追分地区子育て関連施設の集約は、平成29年6月末をもって、基盤整備が完了。
　今後は、公私連携幼保連携型認定こども園を運営する民間事業者等とともに、ソフト重視による
子育て支援の展開を進めていく。

・はやきた子ども園については、魅力的な運営方法と、民間事業者による独自の取組み（町外へ
のＰＲや送迎など）を行っており、今後、広域入所が増える見込みであり、概ね順調に進んでい
る。

・おいわけ子ども園の園庭整備は平成29年度から実施となり、早来・追分両園の園庭整備が着手
され、保護者や町民、行政等が一体となった子どもの遊び場づくりが進められている。

はやきた子ども園運営経費負
担事業

教委
子育
て支
援

はやきた子ども園民営化に伴い、町
が負担すべき民間団体に支出するべ
き義務的経費

施設型給付費、施設管理経費町
負担分、通園バス経費など

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

②　子育て

関連基本目標
 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：女性が働きながら子育てできる環境の創出

具体内容　[子育て] 関係事業名掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

次年度以降に向けた
改善点

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

平成２９年度から、追分
地区、早来地区ともに公
私連携幼保連携型のこ
ども園となったことから、
まずはしっかりと運営の
サポートを行っていくも
のとする。

追分地区認定子ども園整備事
業（再掲）

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在す
る幼稚園、保育園、季節保育園と児
童館、放課後児童クラブ、子育て支
援センターを統合した「追分地区児
童福祉複合施設」を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費

はやきた子ども園民営化運営
費等補助事業

教委
子育
て支
援

はやきた子ども園民営化に伴い施設
型給付費で賄えない経費や公設時
における保護者負担軽減分に係る費
用について交付要綱を定め補助を行
う。

派遣保育教諭人件費、子育て支
援事業

【子育て支援G】
子育てに関するニーズ
調査を基に子育て支援
事業計画の策定を行
い、子育て支援制度の
環境整備に繋げていく。

・児童Ｃ、児童館の民営
化（指定管理）について
は、今後、運営事業者と
１年目の検証を行いなが
ら、課題等について改善
を図っていくこととしてい
る。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【健康福祉課・教育委員
会】

【健推G】
特定不妊治療費助成事業は、新規、継続の両申請があり、平成29年度実績では５件中4件が妊
娠に至っている。妊婦交通費助成事業は、平成29年度実績では妊娠届出者全員（53人）が申請を
行っており、細やかな周知により事業が浸透している。

【子育て支援G】
（再掲）・ニーズ調査は平成30年度実施予定であり、安平町子ども・子育て会議の中でアンケート
内容について精査を行っているところである。

【健推G】
事業を継続し、周知も徹
底していく。

特定不妊治療費助成事業
健康
福祉

健康
推進

出産年齢の高齢化に対応し、不妊治
療費の軽減を目的とした助成費の拡
大事業（現行の特定不妊治療費助成
事業の助成額拡大）

現在の支給実績から助成上限１５
０，０００円としているものを最大自
己負担額を３００，０００円とするも
の

医療費無料化拡大事業
健康
福祉

健康
推進

平成26年8月1日より「小中学生の医
療費助成（無料化）」を独自に実施。
・平成28年度から高校生へ対象拡大

【子育て支援G】
・おいわけ子ども園の一時預かりは、平成29年度から実施。概ね順調に進んでいる。
・ニーズ調査は平成30年度実施予定であり、安平町子ども・子育て会議の中でアンケート内容について精査
を行っているところである。
・早来児童Ｃ、追分児童館民営化（指定管理）により、各種イベントや事業実施のスピード感が増し魅力的な
事業が展開されており、登録数が増えてきており効果が高い。
　また、指定管理により行政側の業務負担の軽減につながっている。
・子育てへの不安軽減や相談体制の構築として、「子育て世代包括支援センター」設置協議を進めていく。

妊婦交通費助成事業
健康
福祉

健康
推進

妊婦健診、出産、１ヶ月健診にかかる
妊婦の交通費の一部を助成し、経済
的な負担軽減を図る。

助成支援

保育料の負担軽減事業
【H29-】

教委
子育
て支
援

従来行っている軽減措置に加え、北
海道が行う軽減措置にあわせて町も
実施するもの。（道1/2・町1/2）



[H29年度　子育て]5　　

Ａ（アクション）　改善Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

具体内容　[子育て] 関係事業名掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容
ＫＰＩ

（重要業績評価指標）

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

次年度以降に向けた
改善点

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

乳幼児健康診査受診率の向上
（独自実施の５歳児健診）

87.3％
↓
92.3％

94.9% 98.2% 97.9%
95.0％
以上

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

町内医療機関における休日・夜
間救急体制の維持

1か所 １か所 0か所 0か所 １か所
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

（４）乳幼児等の健康の確保

・子育て世代が安全・安心に出産し、ゆとりをもって健や

かに子どもを育てるため、乳幼児期における健康診査や

保健指導を充実させるなど、乳幼児の健康の確保に努

め、子どもが健やかに育つ環境の整備に取り組みます。

（５）小児医療体制の充実

・町内の医療機関の維持と体制確保を図るとともに､東

胆振定住自立圏の連携事業として苫小牧医師会の協

力のもと､小児科医の確保､二次救急医療体制､休日

夜間小児救急医療体制など､医療機能の充実に向け

構成市町全体で取り組みます。

○地域医療体制確保事業（休日
夜間体制、専門医・看護師確
保）

○東胆振定住自立圏の連携事
業による広域医療体制の充実

○保健師による新生児・乳幼児
訪問

○乳幼児健康診査の充実（独自
実施の５歳児健診の継続）

○０歳～中学３年生までのインフ
ルエンザ予防接種料に対する独
自助成の実施など、法定・任意
予防接種率の向上に資する病
気予防策の実施（一部再掲）

○乳幼児健康診査受診
率の向上（独自実施の５
歳児健診）　95.0％以上
（H31年度）

○町内医療機関におけ
る休日・夜間救急体制
の維持　１か所（H31年
度）

【健推G】
未受診者は訪問等で対
応し、未受診、未把握が
ないようにしていく。

休日夜間地域医療体制確保助
成事業

健康
福祉

健康
推進

町内の医療機関に対する休日・夜間
の診療体制確保に関する助成

医師派遣費用助成

上記のほか、保健師訪問、乳
幼児健康診査は通常業務とし
て実施

【健康推進G】
・目標値は達成しているが、未受診者についても保健師の個別訪問などにより対応を実施してお
り、今後も現在の健診体制を維持する。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【健康福祉課】

インフルエンザ予防接種助成
事業

健康
福祉

健康
推進

インフルエンザの感染と蔓延を予防
する目的の予防接種料金助成
・０歳～中学生までの助成は、平成２
８年度から開始

①【拡大】高齢者の予防接種費用
助成額拡大
②【新規】感染症予防のため、0歳
から中学生までのインフルエンザ
予防接種料金の助成

【健康推進G】
・町立病院を持たない安平町では、地域医療を担っている民間医療機関の維持存続は重要であ
り、必要に応じた支援策を展開しながら、現在の医療体制をしっかりと維持している。

・子育て世代が安心して暮らしていくためには小児科診療が求められていることから、地域医療連
携支援事業の拡充により、平成29年度から小児科医専門による小児科外来の確保を開始した。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【健康福祉課】 【健康推進G】
・従来の事業を継続し、
医療機関の体制を維持
していく。

・医療機関の維持存続と
して、歯科診療所におけ
る歯科衛生士の確保支
援（専門人材の確保）に
係る制度拡充を行う。

新規看護師雇用助成事業
健康
福祉

健康
推進

看護師・歯科衛生士に係る医療体制
確保を目的とした助成

町内の医療機関に対する看護
師・歯科衛生士確保に関する助
成

専門医確保助成事業
健康
福祉

健康
推進

町内の医療機関に対するかかりつけ
医の普及及び定着のための医師確
保に関する助成

勤務医確保に対する医療機関へ
の助成

地域医療連携支援事業
健康
福祉

健康
推進

町内医療機関に対する眼科医師及
び検査設備費用等の助成

眼科・小児科開設に伴う診療体
制確保及び経費助成



[H29年度　教育]6　　

Ａ（アクション）　改善

＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

コミュニティ・スクール導入校（認
定こども園への導入を含む）

４校 ６校 １園 1園 ８校・園

ふるさと教育・学社融合事業への地
域人材活用数の増（参考値：謝礼
額）

195
千円

380
千円

576
千円

588
千円

220
千円

＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

おはようプロジエクトの全町立学校
への導入

１校 １校 ６校 ６校 ６校

社会教育活動への参加者数の増
（参考値：チャレンジ塾参加者数）

114人 118人 112人 93人 150人

追分高等学校からの就職・進学
率の向上

87.9% 83.3% 92.0% 87.9% 100%
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

各種検定料補助による資格取得
者の増

56人 21人 25人 69人 60人

資 料 ４

【社会教育G】
子どもチャレンジ塾_少年
少女探検隊「ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙｷｬ
ﾝﾌﾟ」については、30年度
より児童館も共催で運営
することで、内容の充実
を図り、参加人数の増加
を図っていく。

追分高等学校存続支援事業 教委
学校
教育

子育て世代をターゲットとした定住施
策の展開には、地域内教育機関の存
続、教育内容の充実、進学・就職率
の向上が求められていることから、定
員に対する入学希望者の確保に資
する地域内教育振興会の取組みへ
の支援等を実施する。

・団体への支援補助
　～外国人英語講師派遣
　～各種検定、験料補助
　～通学助成・学校諸費助成
・町内通学者専用バス運行

子どもチャレンジ塾（少年少女
探検隊「ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙｷｬﾝﾌﾟ」編）

教委
社会
教育

本町の自然や生き物と直接触れ合うことで、
身近にある環境を見直すきっかけづくりや、
厳しい条件の中で野外活動を体験しながら、
自分たちで課題を見つけ解決できる力を身に
つける。

・野外活動（ﾃﾝﾄ設営など）
・工作教室（ﾈｲﾁｬｰｸﾗﾌﾄ）
・社会体験（買い物実習）
・自然体験（カヌー体験など）

子どもチャレンジ塾 教委
社会
教育

地域の人材、自然等生かした体験活
動を行い、子どもたちの豊かな心を育
むとともに、健やかな身体を育む

・あびらっ子屋内運動会
・アイスゲット

子ども寺子屋事業 教委

別紙

【社会教育G】
・ふるさと教育・学社融合事業への地域人材活用数（謝礼額）については、目標値を大幅に上回っ
ているとおり、地域の方々と連携した事業を行うことができている。
・今後は、より多くの参加者が得られるように事業内容の改善が求められる。

【学校教育Ｇ】
おはようプロジェクトは平成２８年度に全町立学校への導入が完了し、毎月の活動も浸透してお
り、順調に進んでいる。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

・進捗状況としては、概ね順調に進んでいる。
・誘致企業会と連携し、就職や働くことに対するアドバイスを行う就労支援懇話会の開催、インター
ンシップの受入れをいただくなど、きめ細かなサポートを行いながら、町内雇用体制の確立につな
げている。

社会
教育

社会教育の力で学校を支援していくとい
う視点から、子どもたちの学力向上や生
活習慣の見直し、運動・学習・体験活動
等の機会の提供を目指す。

・小学生向け　子ども「朝活」事業
・遠浅小　土曜学習

別紙 別紙

【学校教育G】
・各校の学校運営協議会において、「全国学力・学習状況調査｣や「全国体力・運動能力テスト、運
動習慣調査」の結果を検証・分析し、具体的な改善策に結びつけるとともに、学校間で情報を交
流・共有することで町内全体の学力あるいは体力・運動能力の向上を目指している。

・コミュニティ・スクールに関しては、地域とともにある学校を目指し、平成27年度に全ての小中学
校に導入が完了。平成28年度には全国で初めて公私連携幼保連携型認定子ども園に導入。平成
29年度には全ての町設置の教育施設に導入が完了となった。

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

【学校教育G】
・小学校での英語科目必
修化等に向け、外国語
指導助手（ＡＬＴ）の配置
拡充を行っていく。

・平成29年度に町設置
の全教育施設に導入が
完了。平成30年度に追
分高等学校に設置済
み。

おはようプロジェクト事業（ゼロ
予算）

教委 学教
早来小学校発祥の事業。コミスクを活
用し全校に拡散。

各学校における「８のつく日」の活
動

全国平
均点以

上

小中学校に図書システムを導入し、
公民館図書室と連携を図り、学校図
書室の充実を図る。

図書システムの導入
賃金、備品整備等

全国学力・学習状況調査（全科
目平均正答率）

―

○グローバル化に対応した英語
教育の充実（外国語指導助手
（ＡＬＴ）の配置、小中学校教員
相互乗り入れ）

○読解力を磨く読書推進に向け
た公民館図書室と学校図書室の
蔵書共有・ネットワーク化事業

○臨時教職員の独自加配による
複数教員体制の実現（特別支援
対応）

○各学校の授業への地域の人
材・活動の活用

○子どもの居場所づくり事業、ふ
るさと教育・学社融合事業（おは
よう！プロジェクト、チャレンジ
塾、サバイバルキャンプほか）

○経済的な理由から子どもを塾
に通わせることができない家庭
の援助策である「子ども寺子屋」
や「子ども朝活事業」の継続

○誘致企業会と連携した町内雇
用体制の確立

○高い就職率と道内私立大学
の指定校推薦枠のＰＲによる生
徒確保

○存続支援協議会が行う各種
事業への支援

○全国の先進例を参考とした地
域活性化に資する幼保・小・中・
高の連携による特色ある教育、
魅力あるカリキュラムの実践に向
けた高等学校・道教委との協議

（１）学校教育の充実

・子どもの可能性を引き出し才能や個性を伸ばす教育

活動の実現が子育て世代の移住・定住促進に繋がると

いう基本的考え方に基づき、落ち着いた学習環境の整

備による学力や運動能力の向上に取り組みます。

・保小中高の一体的教育に資するよう、幼児、児童、生

徒間及び教師間の相互交流を深めるとともに、学校運

営協議会（コミュニティ・スクール）を全ての町立学校に

設置し、地域と学校・行政全体で子ども達の豊かな成

長を支える体制を強化します。

（２）ふるさと教育・学社融合事業の推進

・学校教育・社会教育の活動が、誰もが抱く「ふるさとを

誇りに思い、ふるさとを愛する心」を育み、若者の地域定

着と将来的なＵターンに繋がることから、学校教育と社

会教育が一体となった「ふるさと教育・学社融合事業」の

実施による将来のまちづくりの担い手人材育成に取り組

みます。

（３）地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推
進

・ふるさと教育により地域で育った子どもが、町内唯一の

追分高等学校を卒業した後、町内企業に雇用される理

想的な循環構造を目指し、誘致企業会、商工会と存

続支援協議会の連携による地域定着・人口流出の食

い止めに取り組みます。

・地域内の高等学校の存在が子育て世代の移住・定住

先の選択要因の一つとなることから、学校存続に向け、

道内私立大学の指定校推薦枠や高い地域内就職率

を特色としてＰＲし、入学希望者の確保に取り組みま

す。

・これらとともに、全国の過疎地域に所在する公立高等

学校では、特色ある教育、魅力あるカリキュラムの実践に

より入学者数を確保し、地域へ優秀な人材を輩出して

いる先進例が多数あることから、公立全日制普通校とい

う既成概念にとらわれない独自性ある教育活動の実現

に向け関係機関とともに取り組みます。

子どもの居場所づくり事業、ふ
るさと教育・学社融合事業

教委
学
教・
社教

③　教　育

関連基本目標
 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

具体内容　[教育] 関係事業名

　方向性：ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育

掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○全国学力・学習状況
調査(全科目平均正答
率)　全国平均点以上

○コミュニティ・スクール
導入校（認定こども園へ
の導入を含む。）　８校・
園（H31年度）

○ふるさと教育・学社融
合事業への地域人材活
用数の増
　（参考値：謝礼額）
220千円（H31年度）

○「おはよう！プロジェ
クト」の全町立学校への
導入　６校（H31年度）

○社会教育活動への参
加者数の増（参考値：
チャレンジ塾参加者数）
150人（H31年度）

○追分高等学校からの
就職・進学率の向上
100％（H31年度）

○各種検定料補助によ
る資格取得者の増　60
人（５か年平均）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度

学校図書館整備事業 教委
社会
教育

H29年
度

H30年
度

H31年
度

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

学校教諭と社会教育担当者が狙いを持
ち寄り、協働して授業づくりに力を注ぐとと
もに、ふるさとを愛する心を育むふるさと
教育を推進する。

・ふるさと教育
・異世代交流
・食育
・環境教育など



[H29年度　教育]7　　

Ａ（アクション）　改善

具体内容　[教育] 関係事業名掲載した主な事業例
担
当
課

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

町立学校施設改修実施件数（老朽
対策）（町立学校のうち５校対象）

１校 １校 ０校 ０校 累計４校
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

学校トイレの洋式化対応 ― ０校 1校 ０校 累計３校

（６）教育施設整備の促進

・安全で快適な教育・文化・スポーツ環境の確保と施設

の長寿命化を図るため、学校教育施設・生涯学習施設

の計画的な改修を実施するとともに、時代の要請に対応

する教育備品等を計画的に整備します。

○教育コスト分析や子育て世代
を対象とするライフプランセミ
ナー・相談体制の構築

○所得の低い世帯を対象とした
従来の奨学金制度の継続

○専門職の資格取得を目指し
進学する方に特化した人材育成
とＵターン施策連動させた新た
な奨学金制度の創設

○安平町文化・スポーツ大会参
加助成事業

○トップアスリート育成・支援対
策

○地域おこし協力隊制度を活用
した地域スポーツ・健康増進活
動の推進（健康寿命延伸事業と
連動）

○指導者養成、部活動に係る移
動手段確保など指導環境の醸
成

（４）教育における経済負担軽減策の拡充

・都市部と当町における子どもの教育コストについて、中

学校、高等学校、大学・専門学校等への各進学期で

家計の経済的な負担が増加するポイントを分析した上

で、効果的な支援制度の創設に取り組みます。

・看護師､歯科衛生士､保育教諭､介護職員など、専

門職の確保が難しい現状があり、今後更なる人材不足

が予想されることから、専門職の資格取得を目指し進学

する方の人材育成とＵターン施策を連動させた新たな奨

学金制度を創設します。

（５）地域文化・スポーツ活動等の活性化

・豊かな人間性の醸成に寄与する文化・スポーツ活動へ

の保護者の期待が高まる反面、少子化等により種目の

存続が危ぶまれる状況にあり、そのことが子育て世代の

移住・定住の妨げへとつながることから、各種球技施設や

屋内温水プール、アイスアリーナ等、生涯学習施設を活

用したトップアスリート育成など、文化・スポーツ活動等の

活性化に向けた支援に取り組みます。

○学校教育施設・生涯学習施設
の計画的な改修

○学校施設維持補修

○教育備品の整備

○町独自の奨学金制度
による人材育成数の増
（新制度含む）　累計
75人

○少年文化・スポーツ
団体、中学部活動にお
ける全国大会出場件数
累計　２件

○地域スポーツ･健康増
進活動の推進に資する
地域おこし協力隊の任
用　累計　１人

○町立学校施設改修実
施件数(老朽対策)(町立
学校のうち５校対象)
累計　４校

○学校トイレの洋式化
対応　累計　３校

奨学資金給付事業（経常予算
事業）

教委
学校
教育

安平町子育て講座 教委
社会
教育

子育てをしながら家計のやりくりを支
援することに焦点を当て、将来のため
のライフプランについて考えてもらう
講座や相談体制を構築する。

就学時健診（小学校入学時の保
護者）において、ファイナンシャル
プランナーによるライフプラン講座
を開催

町独自の奨学金制度による人材
育成数の増（新制度含む）

15人 ８人 ７人 11人
累計
75人

【学校教育G】
現行制度としては申請数、認定数は毎年平均化しているが、需用が高まっている傾向が見られ
る。

【政策推進Ｇ】
Ｕターン施策を連動させた新たな奨学金制度については、これまでに検討を行ってきているが、各
分野での課題が異なるなど、創設までには至っていないのが現状にあるが、継続してＵターン施
策と連動させた奨学金制度等について、関係事業所等と協議を行っている。
また、専門人材の確保という課題に対しては、保育教諭や歯科衛生の確保支援を行っていくことと
している。

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【教育委員会・健康福祉
課】

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【学校教育G】
現行制度分は従来どお
り運用予定。

【政策推進Ｇ】
職種分野により状況は
異なるが、引き続き、Ｕ
ターン施策と連動させた
奨学金制度について、
関係事業所と協議を
行っていくこととしてい
る。

トップアスリート支援事業 教委
社会
教育

子どもスポーツ賞または町民スポーツ
賞を受賞した児童生徒に対する支援

トップアスリート支援事業

安平町健康寿命延伸事業（教
育部門）

教委
社会
教育

健康寿命延伸メソッド形成事業、セル
フケア推進事業、せいこドーム活用促
進事業

健康寿命延伸メソッド形成事業、
セルフケア推進事業、せいこドー
ム活用促進事業

―
少年文化・スポーツ団体、中学部活
動における全国大会出場件数

12件 ９件 10件
累計
２件

事業内容+R11:R16 ― ０人 ０人

健康
福祉

健康
推進

教育委員会プール事業と連携した保
健師・栄養士による保健指導事業

・体成分分析装置機器購入費
・血液検査
・管理栄養士配置

せいこドームバス運行事業 教委
社会
教育

遠浅、安平プール廃止に伴い、住民
のせいこドームプールへの交通手段
の確保とせいこドームを拠点とした健
康増進事業

せいこドームバスの運行

0人
累計
１人

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会・健康福祉
課】

【教育委員会】
･全国大会出場件数については、特にソフトテニスにおける活躍が顕著であるが、その他にサッ
カー、ホッケー、スキー、卓球、ピアノなど、幅広い種目や分野での出場となっており、目標値を大
きく上回っている。

【健康推進G】
・地域スポーツ・健康増進活動の推進に資する地域おこし協力隊の活用までには至っていない
が、健康寿命延伸事業で行っているインボディ（体成分分析装置）測定利用者数（延べ人数）は、
Ｈ28年度494人、Ｈ29年度609人で利用者数は増加している。
管理栄養士の配置も行い、栄養相談を継続して実施している。インボディ測定利用者及び成人の
せいこドーム水中運動教室利用者のうち希望者に対し、年２回（７．12月）町内医療機関での血液
検査を実施しながら、取組みを進めている。

【健推G】事業の継続実
施と広報、ポスター、ＨＰ
等での周知を徹底してい
く。

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

学校施設改修事業 教委
学校
教育

学校施設改修工事
老朽化改修工事
早小億体トイレ改修、追小グラウ
ンド改修実施設計

スポーツセンター整備事業 教委
社会
教育

スポーツ交流の推進に向けたスポー
ツ施設の環境整備
・H28：ショートトラック用防護マット購
入
・H29：トレーニング室の増改修

トレーニング室の改修工事

安平山スキー場整備事業 教委
社会
教育

オーバーホール 支えい索交換など

安平町健康寿命延伸事業（福
祉部門）

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

【学校教育G】
学校施設の改修については、アスベスト対策など新たな課題が発生している。
アスベストについては、年次改修を基本に検討しているが、状況によっては早期対応も必要にな
る。
学校トイレの改修は、各学校年次で行う計画となっている。

【学校教育G】
改善点ではないが、アス
ベストの早期対応が望ま
しいと考えてる。来中学校吹奏楽部備品更新事

業
教委

学校
教育

楽器の更新等 備品購入

学校教材教具備品 教委
学校
教育

新学習指導要領への対応や老朽化
により更新が必要な備品を、利用状
況と緊急性を考慮し、年次整備する。



[H29年度　くらし]8　　

Ａ（アクション）　改善

町分譲宅地の販売率の向上 90.7% 90.9% 91.7% 94.1% 94.1%
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

新規住宅建設数の増 17戸 12戸 14戸 27戸
累計
100戸

町普通財産の売却件数 ― ０区画 ５区画 ０区画
累計

10区画

総合戦略の施策実施による子育
て世帯の転入数

―
２世帯
５人

２世帯
５人

５世帯
18人

累計
80人

町外に居住する町内企業従業員
の移住・定住数（再掲）

― ０人 ０人 ０人
累計
50人

東胆振定住自立圏の連携事業
による居住・就労・生活支援等に
係る情報提供（再掲）

ー
連携事業

　０事業
連携事業

　０事業
連携事業

　１事業
連携事業

　１事業

町道舗装率 61.6% 62.1% 62.9% 62.9% 62.7%

水道普及率の向上 82.9% 84.2% 85.1% 87.7% 88.2%

下水道普及率の向上 66.3% 72.7% 73.9% 75.3% 78.0%

橋梁長寿命化修繕率（対象22橋） 4.5% 4.5% 9.1% 9.1% 50.0%

資 料 ４

若草団地の特別販売キャンペーン

【政策推進G】
・近年販売状況が鈍化し
ている「ララタウンおいわ
け」の分譲地販売PRに
強化し、千歳市・恵庭市
方面で働く方にPRできる
ように企業訪問を行って
いく。

併せて、子育て世代（20
代～40代）に魅力ある分
譲地の売り込み方法を
検討する必要がある。平
成31年の消費税引き上
げ前の住宅建設者の増
を上手く活用し、PRして
いく。

・おためし暮らし住宅の
利用対象者や定住促進
事業（定住促進条例）の
見直しを行っていく。

・子育て世代が住宅建設
をしやすいように分譲宅
地の造成方法や手法に
ついて、民間企業のノウ
ハウを活用し、魅力ある
分譲宅地の造成を検
討。

【住民生活Ｇ・施設Ｇ】
・町外の若年世代、子育
て世代の誘引に向けて、
既存制度の住宅リフォー
ム助成制度のほか、空
き家活用の支援制度の
創設検討など、横断的な
関係課協議を行ってい
く。

施設

過去に建設された公共施設等の多くが更
新時期を迎えるなか人口減少・少子化等
により今後の公共施設等の利用需要が
変化していくことが見込まれることから、既
存の公共施設等の全体を把握し、長期
的視点をもって更新・統廃合・長寿命化
などを計画的に行うため策定するもの。

計画の策定業務

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

住民
生活

（１）移住・定住施策の推進

・既存の住宅分譲地の販売促進とともに、公共施設の

解体跡地の売却や新たな分譲住宅地の造成など、安

価で良質な宅地提供に取り組みます。

　

・町内公営住宅や民間アパートの入居者の住み替え

ニーズと、今後懸念される空き家の増加に対応するた

め、住宅リフォーム助成制度の拡充や不動産情報提供

事業の拡大と体制整備などにより、町内の中古住宅の

住み替え施策を促進します。

・将来的な移住・定住につながる「おためし暮らし用住

宅」の追加整備など、移住体験事業を拡充します。

・既存の定住促進助成制度の効果検証とともに、Ｕ・

Ｉ・Ｊターン希望者を主なターゲットとした町内企業に就

業する若者と雇用企業の双方に対する連動支援策の

創設など、新たな定住促進対策の検討に取り組みま

す。

・「いつかは生まれ故郷に帰りたい」というＵ・Ｊターン希

望者に対する雇用情報と居住情報の提供が不可欠で

あることから、東胆振定住自立圏の連携事業として居

住・就労・生活支援等の情報提供に取り組みます。

（再掲）

（２）生活インフラの整備・長寿命化の推進

・必要な生活インフラの整備とともに、既存施設等の更

新や統廃合、長寿命化を推進するため、総務省の指針

に基づく安平町公共施設等総合管理計画を策定し、

長期的な視野で整備、更新、統廃合等に取り組みま

す。

公共施設等総合管理計画策定
事業【H28】

施設

安平町住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ設置費補助金交付事業

住民
説活

　方向性：すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

④　くらし

関連基本目標
 ➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるまちづくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

具体内容　[くらし] 関係事業名掲載した主な事業例

○分譲宅地販売キャンペーンな
ど、住宅建設を伴う定住促進事
業の実施

○公共施設解体後の町有地の
宅地としての売却促進

○住宅リフォーム助成制度の拡
充、不動産情報提供事業の拡
大と体制整備

○「おためし暮らし住宅」の追加
整備など、移住体験事業の拡充

○若者雇用促進事業（地元企業
の若者雇用促進と若者定住促
進をセットで支援）（再掲）

○東胆振定住自立圏の連携事
業による居住・就労・生活支援等
に係る情報提供（再掲）

○道路、橋梁、上下水道など生
活インフラの計画的な整備・改
修

○公共施設等総合管理計画の
策定とその推進

○「小さな拠点」を核とした「ふる
さと集落生活圏」形成推進事業
（追分地区役場庁舎の改修によ
る子育て支援の拠点整備）

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容

○町分譲宅地の販売率
の向上　94.1％（H31年
度）

○新規住宅建設数の増
累計　115戸

○町普通財産の売却件
数　累計　10区画

○総合戦略の施策実施
による子育て世帯の転
入数　累計　80人

○町外に居住する町内
企業従業員の移住・定
住数（再掲）　累計　50
人

○東胆振定住自立圏の
連携事業による居住･就
労･生活支援等に係る
情報提供（再掲）　連携
事業　１事業

○町道舗装率　94.1％
（H31年度）　62.7％
（H31年度）

○水道普及率の向上
88.2％（H31年度）

○下水道普及率の向上
78.0％（H31年度）

○橋梁長寿命化修繕率
（対象22橋）　50.0％
（H31年度）

○公共施設等の再編・
集約による子育て支援
サービス・行政サービス
のワンストップ化事業
行政機能　　１施設
児童福祉複合施設　１
施設
　新設を伴わない施設
集約

総務

住民
生活

情報

住民
生活

地理情報システムをクラウドで導入
し、空き家情報システムの庁舎内共
有による事務効率軽減と情報共有を
図る。
＊加速化交付金活用（H28）

①共有データベース作成（地理情報
システム）
②空き家データベース、グリッドマッ
プ、規制区域データ作成
③家屋図外形（現況図）更新

定住促進事業（定住促進条例
関係）

まち
推進

まち
推進

長期優良住宅建設助成金
【H28-】

新規定住者の増加に資するよう、新たに
町民となる者等が将来にわたり引き続き
町に生活基盤を置くことを促進するため
の施策として、新規住宅建設者、新規就
農・商工業者等に奨励金を支給する。

移住定住者特典施策として次の事業
を実施。（個人給付）
・住宅建設奨励事業
・転入奨励、転校準備金
・結婚祝金・出生祝金贈呈事業
・新規就農、新規商工業、後継者奨
励事業

移住促進事業（ＰＲ関連事業）
まち
推進

まち
推進

移住体験ツアー、パンフ作成、移住
定住促進ＰＲ経費
＊加速化交付金活用（H28）

移住フェアー参加、移住体験ツ
アー、ﾊﾟﾝﾌ印刷、広告宣伝ほか

次年度以降に向けた
改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

統合型ＧＩＳ整備事業

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

太陽光発電システム設置費補助

おためし暮らし住宅増設事業
【H28】

まち
推進

まち
推進

追分地区の空き家を活用した「おた
めし暮らし住宅の増設」

まち
推進

まち
推進

人口確保策、少子化対策等に向け、
町分譲地の残区画を限定した3世代
まで続く長期優良住宅の建設促進施
策を展開する。

住宅メーカー・建築業者の営業ノウハ
ウを活用するため、長期優良住宅建
設に係る契約を行った民間業者に対
しての助成（間接的な建築価格低減
に寄与）

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【建設課、政策推進課】

【政策推進G】
・平成２９年度は、若草団地の特別販売キャンペーン等により、計１２区画の宅地販売となり、町分
譲宅地の販売率の上昇に結びついた。
・新規住宅建設数については、町内在住の３０代～４０代の若年世代や子育て世代による建設が
多く、転出抑止に繋がっている。
　民間事業者と連携した不動産情報空き地バンク制度による情報提供により、新規住宅の建設を
促していくことがポイントと考えている。
・公私連携幼保連携こども園では、広域入所により近郊都市から通園する世帯も増えていること
から、魅力ある子育て環境の充実により、子育て世代の転入を促していく。
　

【施設G】
・住宅リフォーム助成事業については、平成２９年度は１７件の助成実績で、全てが町内在住者の
利用であり、転出抑止、定住に繋がっている。
　今後は、いかに町外の若年世代に制度を利用してもらうか、制度周知とあわせて制度設計の変
更を検討していく必要がある。

広域連携による合同就職説明
会
【H29-】　（再掲）

企画
財
政・ま
ち推
進

企
画・ま
ち推
進

新規大卒者・転職・ＵＩＪターン希望者等を
対象とした就職合同説明会（苫小牧市主
催）への連携事業として、安平町・厚真町
が参加し、就職後の居住相談や移住相
談を含めた情報提供と相談を行うもの。

・札幌会場

安平町住宅リフォーム助成事
業

施設 施設

住宅の安全性や居住性の向上を図り、移
住・定住の推進と町民が安心して住み続
けられる住まいづくりを進めるため、住宅
リフォームに対して助成を行う。

住宅リフォーム費の助成
　・バリアフリー改修工事
　・耐震改修工事
　・断熱・省エネ改修工事等

太陽光エネルギーを利用した住宅用
太陽光発電システムの設置を促進す
るため、導入した者に対しその経費の
一部を補助

合併処理浄化槽設置整備事業
住民
説活

住民
生活

早来庁舎増改築事業
総務
課

総務

上記のほか、計画的な町道・
上下水道などインフラ整備・
修繕を計画的に実施

公共下水道区域外の町民に対し合
併浄化槽の設置補助を行う。

分譲宅地販売キャンペーン（若
草団地）【H29】

まち
推進

まち
推進

分譲地の販売促進と住宅建設誘導と
して、分譲地の特別販売を行う。

「KPI」欄
参照

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【水道課・建設課・総務
課・教育委員会】

【建設G】
・橋梁長寿命化修繕率については、平成29年度は事業休止。

【水道課】
・水道普及率については、上水道事業創設に伴い給水範囲及び区域が拡大し、必然的に普及率
が向上した。
・下水道普及率については、国庫交付金の削減により、事業年度が延長されるため普及率の延び
は鈍化傾向となっている。

公共施設等の再編・集約による
子育て支援サービス・行政サー
ビスのワンストップ化事業

関係施
設５施設

整備中 整備中 整備済

設置補助、水洗化改造補助、貸
付金

公共施設等の再編・集約による子育て支
援サービス・行政サービスのワンストップ
化事業の一環として行政機能である早来
庁舎の増改築を行うもの。

平成28～29年度の２ヵ年で増改
築工事

追分地区認定子ども園整備事
業（再掲）

教委
子育
て支
援

旧追分庁舎を活用し、町内に点在する幼
稚園、保育園、季節保育園と児童館、放
課後児童クラブ、子育て支援センターを
統合した「追分地区児童福祉複合施設」
を整備する。

追分庁舎改修工事、車庫等改修
工事、外構整備費



[H29年度　くらし]9　　

Ａ（アクション）　改善

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容
次年度以降に向けた

改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

町内医療機関における休日・夜
間救急体制の維持（再掲）

1か所 １か所 0か所 0か所 １か所
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

地域見守り活動を行う団体数の増 14団体 14団体 17団体 19団体 20団体

特別養護老人ホーム待機者の減 70人 38人 31人 35人 ６人

シルバー世代を含む町民による
NPO法人等の設立支援制度の創設

― １事業 ― ― １事業
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

農村高齢者等を活用した農産物集
出荷組織の設立

― ０団体 １団体 ０団体 １団体

商店数の維持 73戸 74戸 70戸 70戸 80戸
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

年間商品販売額
約64億
円

― ― － 70億円

拠点施設による民間イベント事業 １件 11件 13件 13件
累計
10件

【健康推進G】
・町立病院を持たない安平町では、地域医療を担っている民間医療機関の維持存続は重要であ
り、必要に応じた支援策を展開しながら、現在の医療体制をしっかりと維持している。

・入院患者の高齢化に伴い、看護師配置基準と看護補助車配置基準を超えて独自に配置してい
る看護師及び看護補助者の賃金の一部の助成、早来地区医療機関から依頼を受けてＣＴなどの
精密機器での検査を実施しているため、維持管理費の一部助成を平成２９年度から開始　（地域
医療連携支援事業により、追分菊池病院にて対応）
　
・健康寿命の延伸のために、疾患の発症予防、早期発見、早期治療、重症化予防の対策が重要
であり、より若年層へのアプローチが必要で、健康の保持・増進、重症化、発症予防に関心を持つ
人を増やしていく必要がある。

【国保・介護Ｇ】
平成30年４月に早来陽光苑（特別養護老人ホーム）が開設し、一定程度の待機者数減少は見込
まれるが、新たな待機者が増えてくる状況にある。

専門医確保助成事業（再掲）
健康
福祉

健康
推進

消費拡大地域活性化事業支援
（プレミアム付き賞品券発行）

まち
推進

まち
推進

まち
推進

まち
推進

安平町健康寿命延伸事業（福
祉部門）（再掲）

教育委員会プール事業と連携した保
健師・栄養士による保健指導事業

・成分分析装置機器購入
・血液検査
・管理栄養士配置

健康
推進

看護師・歯科衛生士に係る医療体制
確保を目的とした助成

町内の医療機関に対する看護
師・歯科衛生士確保に関する助
成

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ資格取得支援事業助成金
・地域支え合い活動推進事業交付金
・地域見守りネットワークの推進

健康
推進

各種健康診査及びがん検診との同時
実施による健診受診率向上を図るも
のとし、ピロリ菌由来の胃がん発症の
予防を行う。

ピロリ菌検査

社会
教育

健康寿命延伸メソッド形成事業、セル
フケア推進事業、せいこドーム活用促
進事業

健康寿命延伸メソッド形成事業、
セルフケア推進事業、せいこドー
ム活用促進事業

健康
推進

まち中で開業する創業者と事業を継
承する地域おこし協力隊を支援す
る。また、まち中の景観保全のための
空き店舗の取り壊しを支援する。

創業者支援（空き店舗賃料及び
空き店舗改修助成）

休日夜間地域医療体制確保助
成事業（再掲）

健康
福祉

○町内医療機関におけ
る休日・夜間救急体制
の維持（再掲）　１か所
（H31年度）

○地域見守り活動を行
う団体数の増　20団体
（H31年度）

○健康寿命延伸事業の
実施による医療費の削
減　対平成26年度　▲
5,065千円（H31年度）

○特別養護老人ホーム
待機者の減　６人（H31
年度）

○シルバー世代を含む
町民によるＮＰＯ法人等
の設立支援制度の創設
１事業（H31年度）

○農村高齢者等を活用
した農産物集出荷組織
の設立　１団体（H31年
度）

○商店数の維持　73戸
（H31年度）

○年間商品販売額の増
70億円（H31年度）

○拠点施設による民間
イベント事業　累計　10
件

（３）超高齢社会に対応した医療・福祉・介護の充実

・地域に必要な医療を確保するため、専門医の不足や

医療機関の看護師不足などを解消する支援制度を継

続することにより地域医療の維持に取り組みます。

・現町民や移住・定住された方が住み慣れた地域で終

の棲家として安心して暮らし続けることができる仕組みを

構築するとともに、医療費削減と高齢者がいつまでも健

康で生活し続けることを目的として、温水プールなど公共

施設を活用した運動や保健指導を通じた健康寿命延

伸事業に取り組みます。

・デイサービス事業を中心とする訪問や短期間宿泊を組

み合わせた小規模多機能型居宅介護サービスの実施に

取り組むとともに、現状を的確に把握しながら、民間活

力による高齢者専用賃貸住宅の建設や小規模特別養

護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設）の

整備に取り組みます。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、苫小牧医師会

の協力のもと、二次救急医療体制、休日の初期救急

医療体制の充実等に向け構成市町全体で取り組みま

す。

（４）シルバー世代が活躍できる生涯現役社会の実
現

・健康で働く意欲のあるシルバー世代の技術力や経験

を、生きがいづくりの領域を超えて活かす「生涯現役社

会」を目指し、子育て世代のサポートや高齢者買い物対

策など、行政サービスが行き届かない分野を中心とした

雇用促進・就業・法人化の環境整備に取り組みます。

（５）商業の振興

・商業の振興を目的とした街中拠点施設の活用によるイ

ベント事業の開催支援のほか、町民の市街地への滞留

や賑わいをもたらす、商工会が取り組む事業展開、店舗

誘導策等を支援します。

・町内各市街地における商業主の高齢化、後継者不

足、売り上げの減少による閉店廃業の増加が課題であ

ることから、後継者不在の個店等を対象とした公募によ

る事業継承者確保対策を支援します。

・購買力調査、ニーズ調査を行い、チャレンジショップ制

度など起業に向けたきっかけづくりを通じて増加する空き

店舗対策に取り組みます。

・商工会が実施する消費拡大地域活性化事業（プレミ

アム付き商品券発行）は、一過性の経済対策を脱却

するため、制度の検証と商工会独自の商業振興策の提

案を促し、その上で実施を支援していきます。

・地区別に運用されている商店買い物ポイントシステムに

ついては、地域コミュニティの活性化と商業活動を連動さ

せる「地域通貨」の考え方を取り入れ、多目的な活用を

視野に、地域ポイント制度としての統合を支援します。

○地域医療体制確保事業（休日
夜間体制、専門医・看護師確
保）（再掲）

○地域見守り、地域支え合い事
業の推進（地域見守りネットワー
クの構築）

○健康寿命延伸事業の推進

○小規模多機能型居宅介護
サービスの実施

○民間活力による｢高齢者専用
賃貸住宅｣｢小規模特別養護老
人ホーム｣の整備

○東胆振定住自立圏の連携事
業による広域医療体制の充実
（再掲）

○シルバー世代の就労やボラン
ティア活動を促進するための仕
組みづくりの検討

○「道の駅」の農産物直売所に
販売する商品の生産・集出荷シ
ステム構築におけるシルバー人
材の活用

○空き店舗の活用を目的とした
商業活性化事業

○中心市街地にぎわい創出事
業

○消費拡大地域活性化事業支
援（プレミアム付き商品券発行）

○商店ポイントサービス統合事
業

新規看護師雇用助成事業（再
掲）

健康
福祉

ピロリ菌検査事業
【H29ー】

健康
福祉

安平町健康寿命延伸事業（教
育部門）

教委

健康
福祉

町内の医療機関に対するかかりつけ
医の普及及び定着のための医師確
保に関する助成

勤務医確保に対する医療機関へ
の助成

地域医療連携支援事業（再掲）
健康
福祉

健康
推進

町内医療機関に対する眼科医師及
び検査設備費用等の助成

眼科・小児科開設に伴う診療体
制確保及び経費助成

町内の医療機関に対する休日・夜間
の診療体制確保に関する助成

医師派遣費用助成
健康
推進 【健康推進G】

事業実施の継続。若年
層への健康づくり、疾患
の重症化及び発症予防
の推進を行う。

【国保・介護Ｇ】
・特別養護老人ホーム待
機者数
　待機者と入所希望者
数は一致していない場
合があるため、常に状況
を把握し事業を進める必
要がある。

まちづくり事業支援交付金事業
まち
推進

まち
推進

協働のまちづくりを進めるため、団体
等が行うまちづくり事業を支援する。

団体等が行う協働のまちづくり事
業（ハード事業・ソフト事業）への
支援補助

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【健康福祉課・教育委員
会】

健康寿命延伸事業の実施による
医療費の削減

―
対H26

+5,065千
円

対H26
▲57,729

千円

対H26
▲94,602

千円

対H26
▲5,065

千円

小規模特別擁護老人ホーム整
備

健康
福祉

国保
介護

将来的な高齢者の増加を見据え、民設
民営による特別擁護老人ホームの整備を
行う。

・平成29年度　整備工事
　平成３０年４月オープン

地域福祉を支える人材育成支
援事業及び地域の支え合い事
業

健康
福祉

健康
推進

・地域支え合い活動推進事業交付金制
度の創設及び拡充
・地域見守りネットワークの構築及び推進

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【地域推進課】

【地域推進Ｇ】
・近年、町内では数団体のＮＰＯ法人が設立されるなどの動きもあることから、制度創設したＮＰＯ
法人等の支援制度の活用周知を行っていく。

【地域推進Ｇ】
ＮＰＯ法人等の設立支援
制度（まちづくり事業支
援交付金）を創設してお
り、活用してもらうための
周知を行う。

中心市街地にぎわい創出事業
まち
推進

まち
推進

商店街の活性化に資するよう、新規
顧客の獲得を目的とした拠点施設を
活用した定期的なイベントの開催に
対する支援を実施する。

町商工会が実施するイベント事業
への補助及び拠点施設を活用し
たイベント開催団体への助成
　・得々市実行委員会補助
　・街中拠点施設活用事業支援
助成事業

「（仮称）道の駅あびら生産者
協議会」の設立

農林
課

農政
畜産

「道の駅」農産物直売所の集出荷組織の
設立

【商工労働観光G】

（再掲）
・制度活用を促すため、
創業者等支援事業補助
金の要件緩和の改正を
行っていく。

（再掲）
・創業塾の開催支援を
行っていくほか、起業創
業を希望する外からの
人を呼び込むための取
り組みを進めていく。

起業創業を促す取組みとして、創業
支援計画に基づき、商工会・金融機
関・行政などの関係機関と連携した
創業塾や相談会などを行う。

・創業塾
・起業相談会

創業者等支援事業（再掲）
まち
推進

まち
推進

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課】

【商工労働観光G】
・ふるさと納税の返礼品の取扱い増により、一部事業所では、加工場の増設などが行われてい
る。
・町外への購買力流出抑止のため、引き続き、プレミアム商品券や街中拠点施設の活用に商店
の活性化などの施策展開が必要。

（再掲）
・平成28年度から創業者等支援事業補助金制度を創設したが、廃業店舗の多くは住居兼店舗物
件で人がまだ居住しているという課題もあって、利用実績がなく、空き店舗対策や創業支援には
つながっていない。制度活用を促すため、創業者等支援事業補助金の要件緩和などを検討して
いく必要がある。
　商工会を中心に行っている創業塾には、地域おこし協力隊をはじめとした起業創業に意欲のあ
る方が参加しており、最終的な起業創業へつながるようサポートをしていきたい。
　また、外からの起業希望者をいかに呼び込むかが不足しており課題である。

・創業支援計画の策定
・関係機関と連携した創業支援
事業の展開

地域消費の活性化と経済の循環を図
るため、プレミアム商品券の発行を支
援する。

プレミアム商品券の発行支援
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Ａ（アクション）　改善

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容
次年度以降に向けた

改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

デマンドバス登録者数の増 579人 612人 652人 685人 760人

デマンドバス・循環バス年間利用
者数の増

6,570人 6,160人 7,397人 6,980人 8,400人

再生可能エネルギーの活用事例 ― ０件 ４件 ２件 累計２件
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

次世代型生産プラント植物工場
の誘致（再掲）

― ０件 ０件 ０件 累計１件

町内各種団体の法人化 １団体 ０団体 ２団体 １団体
累計

３団体

地域支援員としての地域おこし
協力隊の活用数

― ０人 ０人 ２人 累計１人

企画
財政

せいこドームバス運行事業

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【地域推進G】
・地域おこし協力隊の活
動が地域に溶け込むに
つれて、隊員と地域団体
等との間に入る役場以
外の調整役の必要性が
高まっているため、隊員
と地域を円滑につなぐ仕
組みとして集落支援員
制度を検討したい。

累計
40団体

過疎地域等集落ネットワーク圏
形成支援事業を活用した地域数

― ０件 ０件 ０件
累計

１団体

まちづくり事業支援交付金の活
用団体の増

２団体 10団体 15団体 ７団体

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【政策推進課・地域推進課】

【地域推進G】
まちづくり事業支援交付金の活用については、自治会等を中心に定着しつつあり、今後のハード
事業の活用数は１桁台で推移していくものと考えられるため、本制度の安定化に向けた継続的な
改善による運用が必要。また、ソフト事業については、交付金活用を促すため、町内団体への周
知を徹底していくこととする。
・町内各種団体の法人化については、まちづくり支援事業交付金の活用を視野に、法人化を促進
していくこととする。
・地域おこし協力隊については、平成29年度末で５名を採用。うち２名を安平地区の活性化を目的
に食農おこし推進員を配置し、地域団体やＮＰＯ法人、地域おこし協力隊等と連携した活動を展開
している。また、地域おこし協力隊５名が中心となり、町民を巻き込んだ新たなイベント「菜の花さ
んぽ」を実施するなど、町内に新たな風を吹き込み、地域には小さな変化が生まれ始めている。

・地域サポート職員の任命
・サポート職員による地域サポート
業務

商工会によるデマンドバス運行に係
る補助を行うもの。

デマンドバス運行補助金企画デマンド交通運行事業

まち
推進

（７）再生可能エネルギーの利活用に向けた研究

・近年、町内では民間企業により再生可能エネルギー関

連の大規模プロジェクトが進められていることから、このチャ

ンスを企業活動だけに留めず、町内各種産業への利活

用に向けた研究を行います。

・「安平町地域新エネ・省エネ導入プラン」に基づき、地

域におけるエネルギーの安定供給、温室効果ガス排出

削減、地域のエネルギー資源の活用など省エネルギー対

策に取り組みながら、自然と人が共存できる環境を目指

します。

（８）地域コミュニティ活性化の推進

・超高齢社会に適応する町民主体のまちづくりが必要で

あることから、町職員が地域と行政とのパイプ役となる地

域サポート制度の活用や地域コミュニティが自主的に行う

まちづくり事業への支援など、住民と行政の協働によるま

ちづくりを推進します。

・町内各種団体の法人化を積極的に支援するとともに、

町内でまちづくり活動を行う団体の活動拠点の場として、

公共施設の空きスペースの提供など、新たな公共の形づ

くりを推進します。

・住民同士の関わりの薄れや若年人口流出により地域

コミュニティの存続が危惧されることから、地域コミュニティ

の維持・活性化に取り組みます。特に人口減少が著しい

地域においては地域と行政による活性化に向けた協議

の場を設置するとともに、意欲ある都市部の若者を地域

に迎え入れる｢地域おこし協力隊」制度や国の制度を活

用した集落活性化対策に取り組みます。

・地区別に運用されている商店買い物ポイントシステムに

ついては、地域コミュニティの活性化と商業活動を連動さ

せる「地域通貨」の考え方を取り入れ、多目的な活用を

視野に、地域ポイント制度としての統合を支援します。

（再掲）

○町職員による地域サポート制
度の推進や、ふるさと納税（寄附
金）を原資とした町民の自主的
なまちづくり事業への支援

○地域住民や団体と行政の協
議の場の設定と集落等自立再
生対策事業

○地域おこし協力隊制度を活用
した地域支援員の配置

まちづくり事業支援交付金事業
(再掲）

まち
推進

まち
巣新

○総合的な交通再編計画（交通
網形成計画）の策定

○デマンドバス・地方バス路線
の運行支援

○デマンドバス利用助成事業に
よる生活弱者、買い物弱者対策

○東胆振定住自立圏の連携事
業による地域公共交通の維持・
確保と利用促進

○次世代型生産プラントによる
植物工場誘致（再生可能エネル
ギー活用）（再掲）

○木質バイオマスエネルギーや
水素エネルギーなど、次世代エ
ネルギーの活用調査・研究

○太陽光発電などを利用したス
マートシティの研究

（６）地域公共交通体系の再編

・多くの町民に利用される地域公共交通を目指し、鉄

道・路線バス・タクシーなど民間事業者による交通機関

の維持・確保、商工会が運行するデマンドバスの利用促

進を含めた町全体の地域公共交通体系を再編し、生

活維持に必要となる「町民の足」を確保します。

・東胆振定住自立圏の連携事業として、構成町の交通

機関と苫小牧市内のバス路線の乗り継ぎ制度の確立な

ど、各種輸送機関の相互連携による圏域全体の地域

公共交通の確保に取り組みます。

町有施設活性化事業
企画
財政

○まちづくり事業支援交
付金の活用団体の増
累計　40団体

○町内各種団体の法人
化　累計　３団体

○過疎地域等集落ネッ
トワーク圏形成支援事
業を活用した地域数
累計　１団体

○地域支援員としての
地域おこし協力隊の活
用数　累計　１人

○デマンドバス登録者
数の増　760人（H31年
度）

○デマンドバス・循環バ
ス年間利用者数の増
8,400人（H31年度）

○再生可能エネルギー
の活用事例　累計　２件
　
○次世代型生産プラン
ト植物工場の誘致（再
掲）　累計　１件

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課】

【商工労働観光G】
・これまでに、民間企業による太陽光発電所の開設や大型蓄電システム実証事業が行われてお
り、また、2020年には大規模太陽光発電所が開設予定となっている。
　進出企業による地域貢献事業（町内学校における環境エネルギープロジェクトなど）が行われ始
めているが、再生可能エネルギー自体を町内各種産業へ活かすような取組みまでには至ってい
ないのが現状。

協働のまちづくりを進めるため、団体
等が行うまちづくり事業を支援する。

団体等が行う協働のまちづくり事
業（ハード事業・ソフト事業）への
支援補助

みずほ館の再活性及び周辺地域の
コミュニティ活性化を図る。

管理委託費

まち
推進

町職員が地域と町行政をつなぐパイ
プ役を担いながら、連絡調整・協働活
動を中心に地域をサポートする取組
み

企画

地域サポート制度

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【地域推進G】
・デマンド登録者の増に
向け、商工会とともに老
人クラブなどへの訪問説
明などを実施していく。
・策定した安平町公共交
通網形成計画に係る施
策メニューの積極的な実
施展開を行う。
→重複する路線等の公
共交通の再編
→利用促進策の展開

安平町住宅用太陽光発電ｼｽﾃ
ﾑ設置費補助金交付事業（再
掲）

住民
説活

住民
生活

太陽光エネルギーを利用した住宅用
太陽光発電システムの設置を促進す
るため、導入した者に対しその経費の
一部を補助

太陽光発電システム設置費補助

あびらチャンネルを活用したデ
マンドバス利用法のＰＲなど

総
務・
企画
財政

情
報・
企画

デマンドバスの利用促進策の一環とし
て、地域おこし協力隊が主体となりデマン
ドバス利用法の動画を制作し、あびらチャ
ンネル等でＰＲを実施。

あびらチャンネルの活用
　・デマンドバス利用法
　・公共交通利用啓発ＣＭ

地方バス路線維持事業
企画
財政

企画
あつまバス㈱運行による町内循環線
路線の運行補助を行うもの。

地方バス路線補助金

遠浅、安平プール廃止に伴い、住民
のせいこドームプールへの交通手段
の確保とせいこドームを拠点とした健
康増進事業

せいこドームバスの運行

安平町地域公共交通利用者助
成事業

まち
推進

福祉

安平町デマンドバスを利用し医療機
関などへ通院及び街なか等へ買い物
等する高齢者、しょうがい者等の負担
増加を軽減する。

満70歳以上の方で介護保険料第３段
階以下の方、80歳以上の方、しょうが
いのある方、 生活保護世帯、介護保
険施設等入所者、ひとり親世帯など

教委

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【地域推進課・健康福祉
課】

【地域推進G】
・デマンドバス登録者数については、年５％の増で設定しており、順調に登録者数を伸ばしている
ものの、継続した掘り起しが必要。
・デマンドバスと循環バス年間利用者については、年５％の伸び率で設定しており、平成28年度実
績はこれを上回って推移してきたが、平成29年度は循環バス利用者数の落ち込み（前年比20％
減）により目標を下回っている。落ち込みの要因は、通勤での日常利用者の減である。
・今後は、平成31年4月を目標に、路線重複する「地方バス路線（循環バス）」と「せいこドームバ
ス」の再編などにより、効率的・効果的な公共交通体系の再編構築を行うことが課題であり、交通
事業者の共存と一層の利用者増を図ることが求められている。

【福祉G】
■安平町地域公共交通利用者助成事業
　Ｈ27年度　助成券交付者数　 64名　 使用枚数1,866枚　使用率未算出
　Ｈ28年度　助成券交付者数　126名　使用枚数3,969枚　使用率35.7％
　Ｈ29年度　助成券交付者数　156名　使用枚数4,021枚　使用率27.9％
　助成券交付者数及び助成券使用枚数はＨ28年度の対象者拡大により大きく増加しているが、Ｈ
28年度とＨ29年度の使用率及び使用枚数を比較すると、使用率は減少している。申請者も「デマ
ンドバスに乗ったときのため」という保険的な意味合いで申請している現状も見えている。デマンド
バス利用者数も増加していかなければ、助成券の使用実績も向上していかないものと考えられる
ため、デマンドバスの利便性の改善も含めて、地域推進課との連携協議を継続する。

・安平町交通網計画策定事業
・公共交通対策事業

企画
財政

企画

高齢化に対応した地域公共交通を維持
するため、デマンドバス。町内循環線、せ
いこドームバスなど、現交通網の見直しを
行い、道の駅等の完成に合わせた新たな
町縦貫路線検討等を行う指針を策定す
る。
＊推進交付金活用（H28・H29）

・H28：安平町交通網計画策定
・H29：総合時刻表の作成

社会
教育
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Ａ（アクション）　改善

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

具体内容　[くらし] 関係事業名掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容
次年度以降に向けた

改善点

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

エリア放送網世帯カバー率の増 9.8% 49.5% 93.0% 93.0% 95%以上

自主防災組織数の増 10団体 13団体 17団体 19団体 20団体

①65.7%
②120%
③100%
④47.6%

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事

エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

・整備工事（追分農村・安平地区・
早来地区）
・エリア内の受信対策

自主防災組織設立促進事業
地域の防災力を向上するため、自主
防災組織の設立を促進する。

団体設立促進講演会、結成交付
金

①100%
②100%
③100%
④76.2%

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【情報G】
・自主防災組織につい
て、今後は未結成団体
の設立促進、設立団体
が継続して運営できるよ
う支援していく。

・エリア放送について
は、エリア内の未受信世
帯への対策工事を引き
続き実施ししていく。

災害時備蓄計画に基づく備蓄基
準達成率の向上

①78.6%
②79.7%
③100%
④47.6%

①100%
②100%
③100%
④66.7%

①100%
②100%
③100%
④70.5%

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【総務課】

【情報G】
・エリア外の受信対策に高額な費用がかかり、費用対効果の点から有効な方策が見当たらないの
が現状であり課題でもある。
・自主防災組織数については、平成30年度に目標の20団体を達成見込み。
・備蓄品については、備蓄目標の見直しにより平成２９年度の達成率が下がっているが、購入計
画に基づき順時備蓄を行い平成33年に目標達成予定である。

安平町災害時備蓄計画に基づき、災
害対応物品を備蓄する。

備蓄品の購入

（９）防災対策の推進

・災害時情報を的確に全世帯へ伝える手段としてエリア

放送網を整備し、普及率の高いテレビを通じた新たな情

報伝達告知ネットワークを構築します。

・地域住民の共助が被害を最小限に抑えられるという東

日本大震災の教訓から、改めて地域コミュニティの重要

性を見直すきっかけとなる自主防災組織の組織化と運

営を支援します。

・災害時備蓄計画に基づき、災害発生時に応急的に必

要となる最低限の物資を計画的に備蓄します。

 防災体制整備事業

○エリア放送網整備による情報
伝達告知ネットワークの構築（あ
びらチャンネル）

○自主防災組織の設立・運営支
援

○災害時必要物資の備蓄

○エリア放送網世帯カ
バー率の増　95％以上
（H31年度）

○自主防災組織数の増
20団体（H31年度）

○災害時備蓄計画に基
づく備蓄基準達成率の
向上（H26年度⇒H31年
度）　食料100％、水
100％、ストーブ100%、
毛布76.2％
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Ａ（アクション）　改善

「道の駅」オープンによる来訪客
数（H31年度オープン予定）

― ― ― ― 32万人
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

サテライト施設・未来に残したい
風景の選定数

― ０か所 ６か所 ０か所
累計

10か所

域内観光ルートの選定数 ― ２本 ２本 ２本 累計３本

外国人ツアー客の受入れ数 77人 ０人 ０人 ０人
累計
500人

アイスアリーナの通年化事業によ
る稼動可能日数の増

170日 31日 285日 284日 300日
＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

合宿所利用者数 2,339人 2,298人 2,811人 2,840人 3,000人

合宿活動団体数の増 35団体 63団体 114団体 129団体 50団体

資 料 ４

【社会教育G】
・平成29年度は、隔年で実施される全国大学馬術大会参加者や、主にフィギュアの合宿活動団体
数の増となっている。
・合宿所に宿泊した場合の食事の提供が課題。
昨年度は合宿する団体が希望するレシピに基づき、町内飲食店店舗において食事を提供できた
ものの、依然として受け手が不足の状況にある。

【社会教育Ｇ】
スポーツを通じた交流人
口の増加、スポーツ施設
の利用促進に向け、指
定管理者制度の導入に
ついて検討していく。

安平町スポーツ交流推進化構
想の策定【H28】

教委
社会
教育

スポーツ交流の推進に向けて、それ
に必要な合宿施設の整備等に関する
基本的な考え方などを示した構想を
策定

安平山スキー場整備事業 教委 オーバーホール 支えい索交換など
［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【教育委員会】

【道の駅経営推進G】
・道の駅開業を見据えた
イベント事業の検討

・町内事業者・団体が主
体的に地域活性化を検
討し、実践するための意
識の転換

スポーツセンター整備事業 教委
社会
教育

スポーツ交流の推進に向けたスポー
ツ施設の環境整備
・H28：ショートトラック用防護マット購
入
・H29：トレーニング室の増改修

トレーニング室の改修工事

遠浅コミュニティセンター建設
事業【H27-H28】

教委
社会
教育

遠浅地区の拠点施設として整備
建設工事（平成27～28年度）
・平成28年度完成

柏が丘公園整備事業 建設
土
木・
公園

道の駅建設地周辺の整備事業
・平成29年度～実施設計
・平成30年度からの２ヵ年で整備
予定

道の駅の魅力向上に向けた各種事
業を行う。
＊推進交付金活用（H28・H29）

・鉄道資料デジタルアーカイブ化
事業
・食の商品開発事業
・ミニＳＬ購入

道の駅建設事業

・平成27年度～実施設計
・平成28年度～運営協議等
・平成29年度からの２ヵ年で建設
予定

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【産業経済課・地域推進
課】

【道の駅経営推進グループ】
・道の駅開業が近づくにつれ、「建設の是非」という議論から、「建設するからには成功させよう」と
いう気運が小さいながらも醸成されつつあり、こうした動きを増幅させるための仕掛け作りが重要
である。
・オープン年度に向けたプロモーション活動について、他自治体が高額なＰＲ経費を執行する中、
当町は限られた予算の中で、現代社会における効果的な媒体とは何かを熟考する必要がある。

【商工労働観光G】
・地域おこし協力隊などが主体となって取組み始めた「菜の花さんぽ」イベントは、札幌など町外か
らの来場者も増えており、今後は道の駅と連携した取組みや相乗効果など、期待している。
・観光協会などと連携し、道の駅や柏が丘公園をはじめ、主要施設を拠点とした回遊交流を目指
していく。
・外国人の受入体制については、訪問客の国の体制（内・外政面）の問題などもあり受入数が減っ
ている状況。安平町での受入体制、外国語表記、宗教問題など克服するべき課題が多くある状
況。

・運営補助、法人設立分補助

回遊周遊促進事業
【H28】

まち
推進

まち
推進

町民公募による「未来に残したい安
平町の風景」を選定する。

優秀応募者に対する賞品

まち
推進

公共施設や牧場、レストランなどを観
光資源としてつなぎ、町全体を観光
地化し誘客、回遊を進めるもの。
＊加速化交付金（H28）

観光協会法人化事業
【H27-H28】

まち
推進

まち
推進

観光協会の組織体制の強化を図るた
め、観光協会の法人化を進める。
＊加速化交付金（H27・H28）

（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進

・交流人口の拡大に向け、追分地区に建設する「道の

駅」を拠点として、町内の４地区の中核施設を整備する

とともに、「菜の花」、「瑞穂ダム」、「ゴルフ場」、「温浴施

設」、「サラブレッド」など周辺の観光資源をサテライト施

設として指定する「回遊・交流ステーション形成事業」を

展開し、町内全体を回遊させる仕組みを構築します。

・観光振興策として、旅行代理店との連携による町内モ

ニターツアーを実施し、新千歳空港から15分で広がる北

海道らしい風景を楽しみたい観光客をターゲットとした町

内・周辺観光ルートの選定や外国人観光客の受入れな

ど、新たな取組みを進めます。

・安平町観光協会の法人化に向けた取組みを支援しま

す。

企画
財政

道の
駅

道の駅の建設

（２）スポーツ交流の推進

・施設の大規模改修により通年利用が可能となる全天

候型屋内スケートリンクなど当町のスポーツ施設や、民間

企業が経営するパークゴルフ場やゴルフ場などを活用した

スポーツ大会・スポーツ合宿を官民一体となって積極的

に誘致します。

・スポーツ合宿については、既存の合宿所や民間宿泊施

設を活用した団体の誘致とともに、民間活力による新た

な合宿施設の整備検討など、スポーツを通した交流人

口の増大に取り組みます。

・カヌー競技や自転車に乗って地形・自然・景色を楽しむ

「サイクル・ツーリズム」など、町民団体が主体となり実施

する様々なスポーツ交流事業を「まちづくり事業支援交

付金事業」などを通じて支援していきます。（再掲）

⑤　回遊･交流

関連基本目標
 ➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：地域の観光資源を活用した回遊･交流の仕組みづくり

回遊・交流戦略検討会
【H27-】

企画
財政

企画

企画
財政

道の
駅

道の駅の魅力向上に向けた各
種事業

社会
教育

回遊・交流ステーション形成事
業
【H27-】

まち
推進

掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

具体内容　[回遊・交流] 関係事業名
担
当
課

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

○「道の駅」のオープン
による来訪客数（H31年
度オープン予定）　32万
人（H31年度）

○サテライト施設・未来
に残したい風景の選定
数　累計　10か所

○域内観光ルートの選
定数　累計　３本

○外国人ツアー客の受
入れ数　累計　500人

○アイスアリーナの通年
化事業による稼動可能
日数の増　300日（H31
年度）

○合宿所利用者数
3,000人（H31年度）

○合宿活動団体数の増
50団体（H31年度）

○中長期的スポーツ合宿推進
化構想の策定

○スポーツ施設の計画的整備・
改修、民間活力による合宿施設
整備の検討

○高校・大学・企業のスポーツ大
会、スポーツ合宿の誘致

項目

○「道の駅」を拠点とした「回遊・
交流ステーション形成事業」の展
開

○サテライト施設と未来に残した
い風景の選定

○由仁･長沼･厚真･千歳など広
域連携も視野に入れたモニター
ツアーを通じた観光ルートの選
定

○東南アジアからの旅行者の受
入れ

○安平町観光協会の法人化支
援

基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

戦略検討会を開設し、道の駅を核と
した集客・回遊・交流を促す方策や地
域活性化策を考案する。
＊推進交付金（H28・H29）

検討会開催経費
　（講師謝礼等）

・モニターツアー
・観光マップ作成
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Ａ（アクション）　改善

掲載した主な事業例

グ
ル
｜
プ

全体概要 事業内容

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｄ（実行）　施策の実施

具体内容　[回遊・交流] 関係事業名
担
当
課

Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向けた
改善点

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

項目 基準値
H27年

度
H28年

度
H29年

度
H30年

度
H31年

度

グリーンツーリズム登録バンクの
登録農家数

― ０戸 ０戸 ０戸 10戸
＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

町内グリーンツーリズム受託体制
（団体）整備

― １団体 ２団体 ０団体 １団体

グリーンツーリズム事業受入れ数
の増

228人 284人 282人 673人 500人

合併10周年記念関連事業参加
者数

― ０人
延べ

7,677人
―

延べ
5,000人

あびら夏！うまかまつり入場者数 30,000人 30,000人 20,000人 30,000人 32,000人

地域間交流スポーツ大会参加者
数の増

120人 108人 148人 150人 200人

PDCAサイクルに基づく共生ビ
ジョンの見直し

―
共生ビ
ジョン策

定
―

共生ビ
ジョン見

直し
―

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

胆振管内市町による東京23区と
の連携事業

― ０事業 ２事業 １事業
累計５
事業

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【政策推進課・産業経済
課】

【政策推進G】
・東胆振定住自立圏の共生ビジョンについては、PDCAサイクル実行のため別途KPIを設定し構成
市町間で取り組みを進めているが、目玉となる新たな事業展開は弱く、実行性に乏しいことが課
題である。
・胆振・日高18市町が連携して取り組む北海道新幹線×nittan地域戦略会議については、戦略会
議が柱とする北海道新幹線関連事業の影響を直接的に享受できていないが、都市部等へのPR
など情報発信機会と捉え、継続して取組みを行っていく。

【商工労働観光G】
・東京２３区連携事業として、平成２８年度から胆振町村会と世田谷区との交流事業を実施。平成
２９年度は、前日に「東京あびら会　準備会」を東京で開催したことから、十数名の安平町民が翌
日の世田谷区のイベントを訪問するなど、地域間での交流と、地域ＰＲにつながってきた。
・今後は、主体となる胆振町村会による財源確保など、継続的な交流事業として継続していけるか
が課題となる。

【政策推進G】
人口ダム機能を果たす
定住自立圏を目指すた
め、移住・定住に係る連
携事業について、構成
市町と協議を進めてい
く。

【商工労働観光G】
町村会が主体となって取
組みをスタートしている
が、事業の内容や継続
に関しては、今後の構成
市町間での協議を行っ
ていくこととしている。

広域連携による合同就職説明
会
【H29-】

企画
財
政・ま
ち推
進

企
画・ま
ち推
進

新規大卒者・転職・ＵＩＪターン希望者
等を対象とした就職合同説明会（苫
小牧市主催）への連携事業として、安
平町・厚真町が参加し、就職後の居
住相談や移住相談を含めた情報提
供と相談を行うもの。

・札幌会場

胆振管内市町による東京23区
との連携事業【H28-】

まち
推進

まち
推進

胆振町村会と世田谷区との連携プロ
ジェクト事業を実施しながら、観光だ
けではなく各分野での地域間連携・
交流を推進するもの。

世田谷区における特産品販売事
業、自治体健康フォーラムなど

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【総務課・産業経済課・
教育委員会】

【社会教育G】
地域間交流スポーツ大会参加者については、連続して参加している高齢者が半分超占めている。
平成28年度から親子部門を新設し、小中学生の参加はあるものの、高校生をはじめとする青年層
の参加がなかなか見込めない。

【商工労働観光G】
・合併を機に統一したまつりとしてスタートしたが、地域とのかかわりの中で主たる目的が薄れてき
ている状況であり再構築していく必要がある。
・うまかまつりの入場者数については、天候に左右される部分もあるが、平成30年度で10回目を
迎えることとなり、夏のイベントとして定着、知名度も上がりつつことから、受入れ体制について今
後協議をしていかなればならない。
　また、来場者の更なる増を考えると、駐車場の確保が課題となる。

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【社会教育G】
町民全体を巻き込み、参
加者が固定化しないた
めの方策等を引き続き
検討していく。

【商工労働観光G】
来場者の更なる増に対
応するため、十分な駐車
場の確保を行うととも
に、ＪＲなど公共交通機
関の利用を促すための
連携した取組みを行う。

北海道新幹線×nittan地域戦
略会議【H27-】

企画
財政

企画

平成28年度の北海道新幹線開業に
よる道外観光客増加等の効果を、胆
振日高地域に最大限に享受し、地域
の経済活性化を図る。

負担金

あびら夏！うまかまつり実行委
員会交付金【H27-】

まち
推進

まち
推進

あびら夏！うまかまつり実行委員会交
付金

チームあびら地域間交流ス
ポーツ大会実行委員会交付金
【H27-】

教委
社会
教育

チームあびら地域間交流スポーツ大
会実行委員会交付金

　［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【産業経済課】

【商工労働観光G】
・グリーンツーリズム地域おこし協力隊による各種受入事業の実施により、受入数が増えてきてい
る。
　平成２９年度に、グリーンツーリズムを推進していくための計画を策定したことから、今後は、観
光協会や地域おこし協力隊の連携による受入体制の拡充など、事業展開を図っていく必要があ
る。
・また、生産農家との連携も必要であるため、協力者確保や体験メニュー確保に向けた取り組み
を進めていく必要がある。

【商工労働観光G】
グリーンツーリズムの情
報の集約・発信の一元
化、町内活動組織等の
連携強化、回遊交流サ
テライト施設の指定など
を進めていく。

― 未策定 未策定 策定済
旧早来町
域の規制
緩和実現

まち
推進

まち
推進

観光協会の組織体制の強化を図るた
め、観光協会の法人化を進める。
＊加速化交付金（H27・H28）

・運営補助、法人設立分補助

農村滞在型余暇活動機能整備
計画の策定【H29】

まち
推進

まち
推進

安平町合併10周年を記念し、記念式
典や記念イベント等を実施するもの。

記念式典の実施、記念イベントの
実施に加え、記念誌の発行、町
内団体が10周年を記念し実施す
る催し物に対しての支援

農村滞在型余暇活動機能整備計画
の策定により、都市計画上の建築規
制緩和などグリーンツーリズム施設整
備の誘導と、受入れ事業の展開を行
う。

グリーンツーリズム地域おこし協
力隊等による各種グリーンツーリ
ズム受入れ事業の実施

地域おこし協力隊事業
まち・
企画
財政

まち・
企画

意欲のある都市住民を地域おこし協
力隊として受け入れ、地域力の維持・
強化を図る。

グリーンツーリズム１名、（知名度
向上２名・食農おこし２名）

農村滞在型余暇活動機能整備
計画の策定による各種規制緩和
の実現

観光協会法人化事業
【H27-H28】

（３）グリーンツーリズムの推進

・農業部門と観光部門の連携による主要産業である農

業のＰＲと地域経済の活性化を目的として、都市部の

住民が自然豊かな田園地域が広がる当町へ訪れ、日

帰りの収穫体験やフットパス事業、農家民泊を通じた農

村地域余暇体験などを通じ自然と親しむグリーンツーリズ

ム事業に取り組みます。

・法人化を予定する安平町観光協会とともに、グリーン

ツーリズムの受入れ体制の構築を進めるとともに、農村滞

在型余暇活動機能整備計画（通称：グリーンツーリズ

ム計画）の策定による都市計画上の建築規制を緩和

し、必要な施設整備の誘導を図ります。

（４）合併１０周年を契機とした地域間交流の推進

・合併10周年を契機とした住民参画による交流イベント

や記念事業の開催を通じ、更なる地域全体の一体感の

醸成を図ります。

・将来的なまちづくり活動の担い手となる町内の若者が

主体となり、従来とは異なる視点やアイディアにより楽しく

交流し合えるイベントの開催を支援します。

（５）広域連携事業の推進

・東胆振定住自立圏の構成市町が連携しながら、地方

から大都市への人口流出のダム機能を果たし、圏域全

体の活性化を図るため、各市町の役割分担による生活

機能の確保や地域住民の利便性向上など、広域行政

の取組みを推進します。

・北海道町村会として道内町村と東京23区との連携を

進めていくことを決定したことを受け、東京23区(特別

区)が行う全国連携プロジェクトへ管内市町との連携によ

り参加します。

安平町合併10周年記念事業
【H28】

総務 総務

○東胆振定住自立圏共生ビジョ
ンに基づく施策の推進

○「北海道新幹線×nittan戦略
会議」や「東胆振ブランド推進協
議会」など広域連携による交流
人口拡大施策の推進

○東京23区(特別区)が行う全国
連携プロジェクトへの管内市町と
の連携参加
　　＊物産品販路拡大・移住定
住フェア開催・地域ＰＲ事業など
想定

○グリーンツーリズム登
録バンクの登録農家数
10戸（H31年度）

○農村滞在型余暇活動
機能整備計画の策定に
よる各種規制緩和の実
現　旧早来町域の規制
緩和実現(Ｈ31年度ま
で)

○町内グリーンツーリズ
ム受託体制（団体）整備
１団体（H31年度）

○グリーンツーリズム事
業受入れ数の増　500
人（H31年度）＊観光協
会主催事業を含む

○合併10周年記念関連
事業参加者数（H28年
度）＊あびら夏！うまか
まつりを除く。　延べ
5,000人（H28年度）

○あびら夏！うまかまつ
り入場者数　32,000人
（H31年度）

○地域間交流スポーツ
大会参加者数の増
200人（H31年度）

○PDCAサイクルに基
づく共生ビジョンの見直
し（定住自立圏構成自
治体による共生ビジョン
見直しにおいてKPI設
定）

○胆振管内市町による
東京23区との連携事業
累計　５事業

○グリーンツーリズム推進事業
（グリーンツーリズム登録バンク
整備など）

○農家レストラン・農家民泊施設
改修費の支援

○農村滞在型余暇活動機能整
備計画の策定

○東胆振子どもグリーンツーリズ
ム推進連合会と連携した子ども
向けグリーンツーリズムツアーの
受入れ

○合併10周年記念関連事業の
実施

○あびら夏！うまかまつり開催支
援

○地域間交流スポーツ大会、町
内の若者が主催する交流事業
に対する支援

○町内社会教育・スポーツ団体
の活動支援
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Ａ（アクション）　改善

特別住民制度登録者数 ９人 50人 ２人 ５人
累計
50人

ふるさと納税額・返礼品経費の増 別紙 別紙 別紙 別紙 別紙

フェイスブック「いいね」の数 821 896 1,120 1,310 3,000

地域ブランドランキング 対象外 対象外 対象外 対象外
100位
以内

・整備工事（追分農村・安平地区・
早来地区）

エリア放送網世帯カバー率の増
（再掲）

9.8% 49.5% 93.0% 93.0%
95%
以上

・エリア内の受信対策 リニューアル後ＨＰ訪問者（回） 1,120,964回
6,183
百回

14,927
百回

19,849
百回

200%増

あびらチャンネル動画コンテンツ作成
専門スタッフとして地域おこし協力隊
の活用数

― ０人 ２人 ２人 ２人
＊H30年度以降に向けた
改善点、改善策を記入

主体となる広報媒体の変更による
広報紙面の団体的縮小

―
削減数
0ページ

削減数
0ページ

削減数
42ペー

ジ

ページ数
削減

　

資 料 ４

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【総務課】

【情報G】
・地域おこし協力隊による番組づくりや町の出来事等を放映することにより、あびらチャンネルに対
する認知度は高まっていると感じている。
・町民の関心が高かった選挙のように、タイムリーな情報をいかに早く番組に反映できるかが課題。
・あびらチャンネルでの情報提供などが進み、平成29年４月から広報紙面の削減を行い、平成28年
度実績と比較し年間で42ページの削減となっている。

【情報G】
政策・施策・事業の効
果を最大限発揮できる
ような情報提供や番組
づくりを心がけていくと
ともに、人事異動に対
応した町職員の動画
制作の技術力向上を
図っていく。安平町公式ホームページリ

ニューアル事業（再掲）
【H28】

総務

まち
推進

情報

まち
推進

2006年作成の現ホームページをリ
ニューアルし、町知名度向上を意識
した広報力強化を図るもの。併せて、
厚真町との連携事業として、両町の
移住定住専用サイトを構築する。
＊加速化交付金活用（H28）

ホームページリニューアル経費
　・町ＨＰ改修
　・厚真町連携での移住定住専用
サイトの構築

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事（再掲）

総務 情報
エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

・整備工事（追分農村・安平地区・
早来地区）
・エリア内の受信対策

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　【総務課】

【情報G】
・平成２９年度にホームページをリニューアルし、閲覧数は順調に伸びている状況。
　また、タイムリーな町の情報やイベント案内へ誘導できるよう、ホームページのトップへバナーを設
けることで、効果的な発信を行うことができている。

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【情報G】
安平町のＨＰを見ても
らうための「安平町を
知るきっかけ」となるコ
ンテンツを発信してい
く。
また、ＨＰ訪問者の閲
覧ページや滞在時間
などの情報分析を行っ
ていく。

地域おこし協力隊事業（再掲）

総
務・
企画
財政

情
報・
企画

意欲のある都市住民を地域おこし協
力隊として受け入れ、地域力の維持・
強化を図る。

知名度向上２名、（グリーンツーリ
ズム１名・食農おこし２名）

安平町公式ホームページリ
ニューアル事業【H28】

総務

まち
推進

情報

まち
推進

2006年作成の現ホームページをリ
ニューアルし、町知名度向上を意識
した広報力強化を図るもの。併せて、
厚真町との連携事業として、両町の
移住定住専用サイトを構築する。
＊加速化交付金活用（H28）

ホームページリニューアル経費
　・町ＨＰ改修
　・厚真町連携での移住定住専用
サイトの構築

［評価欄］ＫＰＩの進捗状況、ＫＰＩ達成に向けた課題点や不足点を記入　　【産業経済課・総務課】

【情報G】
・フェイスブックによる情報発信については、様々な情報を発信できるよう情報担当者だけではなく、
地域おこし協力隊や他部署の職員も投稿できる体制を構築し、「いいね」の数が微増となっている。
引き続き、きめ細かな投稿と更新により、安平町ファンを増やしていく。

【商工労働観光G】
・ふるさと納税の寄附額は増えているが、他自治体も実施していくことで納税額の分散が考えられ、
次のステップとして回遊交流の視点や納税寄付者に安平町ファンとなってもらう新たな仕掛けが必
要になってくる。

【政策推進Ｇ】
安平町にゆかりのある首都圏在住者や企業などを構成員とし、安平町ＰＲと情報交換を通じて交流
人口の拡大とファンコミュニティ形成を目指し、「東京あびら会」の設立を行っていくこととしており、
平成２９年度は準備会設立を行っている。

＊H30年度以降に向け
た改善点、改善策を記
入

【商工労働観光G】
より一層の安平町の魅
力を伝えるための「ふ
るさと納税寄付者」等と
の交流事業を検討して
いく。

 防災行政告知ネットワー クシ
ステム設備整備工事（再掲）

総務 情報
エリア放送を活用した防災行政告知
ネットワークシステムの各基地局等設
備の整備と受信対策。

上記のほか、厚真町との連携事
業によるＣＭ動画制作、ふるさ
と納税返礼品によるＰＲを実施

東京あびら会の発足
まち
推進

まち
推進

安平町に関連する首都圏在住者や企業
などを構成員とし、安平町ＰＲと情報交換
を通じて交流人口の拡大とファンコミュニ
ティ形成の一貫として発足する。

平成29年度　準備会設立

移住促進事業（ＰＲ関連事業）
（再掲）

まち
推進

まち
巣新

移住体験ツアー、パンフ作成、移住
定住促進ＰＲ経費
＊加速化交付金活用（H28）

移住フェアー参加、移住体験ツ
アー、ﾊﾟﾝﾌ印刷、広告宣伝ほか

まち
推進

安平町に進出した大手企業の社内に
おいて物販を行うなど独自の特産品
PR事業を展開する。

首都圏での特産品ＰＲと物販事業

特産品宣伝推進事業
【H27-】

まち
推進

まち
推進

町内外のイベントやステージにおい
て観光大使による特産品PRと、町外
にいながら安平町を支援する特別住
民を募集し安平町をPRしていく。

・ｲﾍﾞﾝﾄ等でのPR用特産品ｾｯﾄ
・特別住民用名刺

（３）職員の意識改革と広報技術力の向上

・情報通信技術の進展によって受信媒体が多様化する

なか、未だに広報紙、パンフレット、チラシなど紙媒体を主

体とし、町外者への情報発信が十分に行われていないこ

とから、音声、映像、動画の活用が可能である「あびら

チャンネル」やリニューアル後の町ホームページによる情報

提供が主体となるよう職員の意識改革を図ります。

・職員自ら積極的に町内外に様々な情報を提供するこ

とが、政策・施策・事業の効果を最大限発揮する上で最

も重要であるという意識を醸成するため、その指針となる

広報戦略を策定するとともに、職員一人ひとりの情報提

供における技術力向上に取り組みます。

・本総合戦略に基づき行われる施策に関する部局間の

情報共有を図り、関連する事業をセット化した情報発信

に取り組みます。

○広報戦略の策定

○広報紙の廃止検討（広報媒体
の転換）

○あびらチャンネル、ホーム
ページを主体とする情報提供

○地域おこし協力隊制度を活用
したあびらチャンネル放送コンテ
ンツ制作スタッフの配置

○あびらチャンネル動
画コンテンツ作成専門
スタッフとして地域おこ
し協力隊の活用数　２人
（H31年度）

○主体となる広報媒体
の変更による広報紙面
の段階的縮小　ページ
数削減

○シティプロモーション戦略の策
定

○雪だるま大使、特別住民制度
によるＰＲ

○首都圏観光・物産ＰＲ

○ふるさと納税やネットショッピン
グなど特産品宣伝推進事業

○プロモーション映像の制作及
び放映

○ホームページ、ＳＮＳの活用
（当町出身者との情報交流・宣
伝ＰＲの拡散事業など）

○ふるさと納税者との情報交流
（ファン・コミュニティ(集団)の形
成など）

○エリア放送網整備による情報
伝達告知ﾈｯﾄﾜｰｸの構築（あびら
チャンネル）（再掲）

○電気通信事業者への要望や
あびらネット等を活用した地域ブ
ロードバンド環境の充実

○「道の駅」の完成に併せたＷi-
Ｆiステーション整備

○ホームページのリニューアル
事業

○特別住民制度登録者
数　累計　50人

○ふるさと納税額・返礼
品経費の増<参考：
H27.4月～10月　寄附
額　66,310千円>
ふるさと納税額
100,000千円　返礼品経
費概算額   30,000千円
（H31年度）

○フェイスブック「いい
ね」の数　3,000（H31年
度）

○地域ブランドランキン
グ　100位以内

○エリア放送網世帯カ
バー率の増（再掲）
95％以上（H31年度）

○リニューアル後ＨＰ訪
問者（回）　200％増
（H31年度）

（１）戦略的シティプロモーションの推進

・町が行う全てのイベント活動、ＰＲ活動、情報発信活

動において、情報収集と発信の仕組みを見直し、対象と

目的を明確化した戦略的なシティプロモーションに取り組

みます。

・町の戦略的なシティプロモーションは、次の好循環サイク

ルによる最終目標の実現にあることを共通認識し、その

第一歩となる知名度の向上に向けて、あらゆる魅力

（風景・特産品・行政サービス）を集約し、発信してい

きます。

（２）情報通信技術を活用した情報提供システムの整
備

・一般家庭に広く普及するテレビを活用し、行政情報や

緊急時情報を的確に全世帯へ伝えるエリア放送を活用

した「あびらチャンネル」の全町整備を進めます。

・スマートフォンやタブレットなど多様化する受信媒体への

対応や、「あびらチャンネル」との連動性の観点から、町

ホームページのリニューアルに取り組みます。

・企業誘致、観光や防災面における来訪者や住民のた

めの情報発信機能の強化に向けて、Ｗi-Ｆiステーション

（無線アクセス装置及び情報配信に資する機材を搭載

した設備）及び無線アクセス装置、高速モバイル、ブロー

ドバンド等の地域の通信環境の整備を推進します。

首都圏観光・物産PR事業
【H27-】

まち
推進

⑥　情報発信

関連基本目標

 ➊子どもを産み育てる環境整備のために

 ➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために

　方向性：的確な情報提供による町のイメージアップ

 ➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるまちづくりのために

 ➌子どもを生み育てる環境整備のために

掲載した主な事業例 全体概要 事業内容

グ
ル
｜
プ

具体内容　[情報発信] 関係事業名 項目

Ｄ（実行）　施策の実施

ＫＰＩ
（重要業績評価指標）

担
当
課

H31年
度

Ｐ（プラン）　計画と目標 Ｃ（チェック）　評価

ＫＰＩ
目標値

次年度以降に向け
た

改善点
基準値

H27年
度

H28年
度

H29年
度

H30年
度



安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略

平成28～30年度　地方創生推進交付金事業の評価・検証シート

安平町　政策推進課

平成２９年度（２年目）

資料５



①事業の名称

②事業の名称

施策分野

施策分野

施策分野

④事業概要・目的

⑤事業費 円

円
円

円

円

円

円

事業開始前
(基準値）

Ｈ２８年度
(1年目)

Ｈ２９年度
(2年目)

Ｈ３０年度
(3年目)

KPI増加分の累
計

415,000 418,000 421,000 424,000 9,000 3,000×３ヵ年

平成27年度 429,403 429,419 14,419

1,120,964 1,456,964 1,792,964 672,000 336,000×２ヵ年

平成26年度 （参考：1,492,700） 1,984,900 863,936

6,500 6,800 7,100 7,400 900 300×３ヵ年

平成26年度 7,397 6,980 480

＜庁舎内協議段階での改善ポイント＞
■道の駅オープンに向けて町民の機運醸成となるよう情報コンテンツ及び「食」分野の魅力向上を図っていく。
あびらチャンネルによる町内の情報共有だけでなく、町外への発信となるＹｏｕ tubeへの配信などにより話題性を高めて
いく。
■デジタル化した鉄道資料を活用し、あびらチャンネルやホームページ上で外部発信するほか、歴史・文化伝承のため
の関連資料を鉄道資料館から道の駅へ移設しながら、道の駅のより一層の魅力化を高めていく。
■ミニＳＬの活用にあたっては、道の駅来場者に向けた体験メニューとして活用されるよう、イベント実施主体であるＳＬ
保存協力会と密に連絡・調整・協議等を進めていく。
■回遊・交流の拠点施設となる道の駅の魅力向上のため、新団体の発足や関係団体との商品開発という動きは進ん
でいるが、町内全体に回遊性を波及させるため、拠点施設から他エリアへの誘客に効果的な具体策を考案していく。
■安平町地域公共交通網形成計画に基づき、再編された新バス路線の利用を促すための利用促進策の実施だけで
なく、町民協働による意識醸成を図り、日常的な利用を促していく。

主管課・グループ 企画財政課　企画グループ（Ｈ30年度：地域推進課　地域推進グループ）

主管課・グループ 企画財政課　道の駅グループ（Ｈ30年度：地域推進課　道の駅経営推進グループ）

主管課・グループ 教育委員会事務局　社会教育グループ（Ｈ30年度：教委　総合教育グループ）

計　画　額 20,509,000

実　績　額

③総合戦略での位置付け・５か年重要業績評価指標（KPI）

回遊・交流 （1）回遊・交流ステーション形成事業の推進

くらし （6）地域公共交通体系の再編

情報発信

平成２９年度　地方創生推進交付金事業の評価・検証について　（２年目）

⑦自己評価と課題

地域資源・地域住民力の活用と集結による道の駅を拠点とした「あびら賑わい創出プロジェクト」 自己評価 当初ＫＰＩと実績値を踏まえた事業の評価を記載

（2）情報通信技術を活用した情報提供システムの整備

内訳

回遊・交流戦略検討会 200,000

ミニＳＬ購入経費 3,240,000

1,826,000

【回遊・交流】交流人口の拡大に向け、追分地区に建設する「道の駅」を拠点として、町内の４地区の中核施設を整備するとともに、
「菜の花」、「瑞穂ダム」、「ゴルフ場」、「温浴施設」、「サラブレッド」など周辺の観光資源をサテライト施設として指定する「回遊・交流
ステーション形成事業」を展開し、町内全体を回遊させる仕組みを構築します。
【くらし】多くの町民に利用される地域公共交通を目指し、鉄道・路線バス・タクシーなど民間事業者による交通機関の維持・確保、商
工会が運行するデマンドバスの利用促進を含めた町全体の地域公共交通体系を再編し、生活維持に必要となる「町民の足」を確保
します。
【情報発信】スマートフォンやタブレットなど多様化する受信媒体への対応や、「あびらチャンネル」との連動性から、町ホームページの
リニューアルに取り組みます。

（1）知名度向上に資する情報コンテンツ開発
（2）生産者や事業者の連携促進
（3）公共交通の整備による「町内交流と賑わい創出」

（1）当町には、国内で最後にSLが走った記録や、全国屈指の機関車庫が置かれた風景など、地域固有の歴史的価値や魅力を収め
た貴重な映像が数多く残されているため、これら町の情報を魅力的に編集し、拡散性の高いＨＰ等の情報媒体で発信していく。知名
度向上につなげるため、町民や関連団体との連携のもと、地域の魅力あふれる映像コンテンツを制作する。
（2）町の強みである「食」の魅力を磨き、横断的なＰＲや販路拡大を行うための体制を整備する。具体的には、地場で収穫される上
質な農畜産品の生産から出荷、販売までを視野に入れた「農産物生産者直売会」を発足し、ＰＲ販売にむけての組織体を作る。ま
た、一般社団法人あびら観光協会等との連携の下、地場産品を活用した新たな特産品やテイクアウト品の開発などを担う体制作りを
行う。
（3）児童複合施設の建設や庁舎再編、道の駅建設など、生活環境に変化が生じる追分地区に町民導線を確保するために、また、
町内全域を有機的に結ぶために、地域住民向けの地域公共交通の体制を整備し、町内交流と賑わいを促進する。

交通網計画に基づく利用促進策 1,245,320

鉄道資料デジタルアーカイブ化事業 12,960,000

19,471,320

町内施設入り込み客数の増加
(人)

町ホームページ閲覧数の増(回)

地域公共交通利用者数の増
(人)

テイクアウト品の開発

⑥本事業における重要業績評価指標（KPI）と実績値　　　　　　＊上段：目標値　下段：実績値

■道の駅開業が近づくにつれ、成功させようという機運が小さいながらも醸成されつつあり、こうした動きを増幅させるた
めの仕掛けづくりが重要である。
■道の駅オープン年度に向けたプロモーション活動について、他自治体が高額なＰＲ経費を執行する中、当町の限られ
た予算の中で、現代社会における効果的な媒体とは何かを熟考する必要がある。
■デジタル化した鉄道資料等を道の駅だけではなく、あびらチャンネルやホームページ等の媒体でも発信しながら、道
の駅への誘導と連動性を図る必要がある。
■町職員の月１回のノーマイカーデーを町民・企業等へ波及させ、町全体としての取組みとなるような仕掛けが必要で
ある。
■平成３０年度に運行を開始する新バス路線の運行において、交通事業者の共存と一層の利用者増を図ることが求め
られている。

■道の駅の魅力の一つとして、「ＳＬ」を基軸に置いた歴史発信を行うため、鉄道資料のデジタルアーカイブ化や鉄道保
存団体を主体としたミニＳＬ整備により、集客性を高めるためのコンテンツづくりが出来た。
■「食」に関しては、町民や観光団体、地元企業などの取組みにより、多様なアイディアやご当地性を反映したテイクア
ウト品が次々と開発されるなど、道の駅オープンに向け機運が高まりつつある。
■また、ＪＲ北海道の特急車両『キハ１８３系』を道の駅あびらＤ５１ステーション及び鉄道資料館へ保存するプロジェクト
をクラウドファンディングにより実施し、９００人近い方から１，３００万円以上の支援をいただき目標を達成した。
新聞、雑誌、ネットニュースなどの各種メディアに多く取り上げられ、全国規模にわたって、当町の知名度向上・道の駅
開業ＰＲの面で大きな効果があった。また、道の駅名称決定においても町内のみならず道外からも数多く応募をいただ
き、ＰＲ効果として大きな反響を得ている。
■コンパクトシティ化を視野に入れた施設再編に伴い、地域公共交通網の最適化として平成29年５月に安平町地域公
共交通網形成計画が策定し、平成29年度はこれに基づき、総合時刻表や公共交通利用促進ＣＭ製作により町民利
用を促すほか、公共交通の利用促進の呼び水として町職員による月１回のノーマイカーデーを実施し、新聞紙面等で
多く取り上げられた。
平成３０年度には、公共交通の再編として新バス路線の運行を予定しており、町民が利用しやすい交通体系へと改善し
ていく。

⑨自己評価・課題・外部有識者意見を踏まえた事業改善ポイント

課題 事業を継続する場合における課題を記載

⑧未来創生委員会（外部有識者）の意見

平成３０年６月２８日 未来創生委員会にて意見聴取予定
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■基本目標『回遊・交流』 （１）回遊・交流ステーション形成事業の推進 

 ○道の駅オープンに向けて 

   

鉄道資料デジタルアーカイブ化事業 

町内に現存するＳＬや当時の風景などを収めた写真・動画等の歴史的な資料をデジタル化し映像コンテ

ンツを製作するもの。 

製作した写真・動画は、町ホームページで先行配信するとともに、道の駅開業時には館内で放映し、施設

の魅力づくりに繋げていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              安平町公式ＨＰからリンク 

 

道の駅テイクアウト商品開発 

道の駅による地域活性化を目指し、平成２９年度よりオープン準備として進めており、テイクアウト品の商

品開発や試作品の改良は平成３０年度も継続的に実施する。 

最終的に、「あびら観光協会特産品開発専門委員会」と運営コンサルティング企業で協議を重ね、オープ

ンまでに販売メニューの絞込みを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

デジタル資料館（平成３０年７月配信開始） 
（ 写真資料 ）         （ 動画資料 ） 

地場産素材を用いたご当地グルメ商品の開発 

▶あびらフォカッチャ  

▶あびらコロッケ 

ソフトクリームは味を固定せず、地場産品を

活用したシーズンメニューを設定する前提で

商品開発を実施中。 

 ▶カンロソフトクリーム 

 ▶黒千石大豆ソフトクリーム 

 ▶アサヒメロンソーストッピング 

 ▶菜の花はちみつトッピング 

 ▶バニラソフトクリーム 

道の駅で販売するテイクアウト試作品の一例 

▶安平町産長いもフライ  

（商品化に向け味付けや 

トッピングを検討中） 
   

▶ＳＬ弁当（釜飯） 

（駅舎風建物や「D51 ステーション」

という名称にちなんだ駅弁風商品） 
  

▶いちごのスムージー 

（町内産のいちごと豆乳を活用。今

後試作を重ねて味を調える。また、他

の果物等を原料にしたシーズン限定メ

ニューを検討する。） 
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●道の駅特産品開発事業補助金を活用した町内事業者等による道の駅特産品の開発 

（以下は平成 29年度開発分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●販売商品開発チャレンジ支援事業補助金を活用した 
町内事業者等による道の駅特産品の開発 

                 （以下は平成 29年度開発分） 

 

 

 

 

 

 

安平町菜の花さんぽ 2018 

道の駅の開業ＰＲ事業として位置づけた、地域おこし協力隊が主体となった菜の花イベント 
 

協力スタッフは意欲的な町民を巻き込む形で実施 

試作品

そば哲特製の蕎麦つゆを用いた

漬物3商品

　・きゅうりの蕎麦つゆ漬け
　・福神漬け
　・たくあん

糖度が高い自社製のロイシーコー
ンを芯付でまるごとフリーズドラ
イ化した商品

アンチエイジング効果が高い、北
のなのはな会のなたね油とハス
カップ果実を組み合わせたドレッ
シング

常温レトルト品として道の駅特産
品コーナーでオリジナル販売する
安平町産の菜の花はちみつ入りカ
レー

商品

焼き菓子商品7種
　・はちみつシフォン　　・厚焼きクッキー
　・焼きドーナツ①②　　・はちみつパウンド
　・はちみつバームクーヘン
　・いちごのフロマージュ

商品 試作品

地場産素材を用いたご当地グルメ

商品の開発
　
　・あびらフォカッチャ　・あびらコロッケ

試作品

そば哲特製の蕎麦つゆを用いた

漬物3商品

　・きゅうりの蕎麦つゆ漬け
　・福神漬け
　・たくあん

糖度が高い自社製のロイシーコー
ンを芯付でまるごとフリーズドラ
イ化した商品

アンチエイジング効果が高い、北
のなのはな会のなたね油とハス
カップ果実を組み合わせたドレッ
シング

常温レトルト品として道の駅特産
品コーナーでオリジナル販売する
安平町産の菜の花はちみつ入りカ
レー

商品

焼き菓子商品7種
　・はちみつシフォン　　・厚焼きクッキー
　・焼きドーナツ①②　　・はちみつパウンド
　・はちみつバームクーヘン
　・いちごのフロマージュ

道の駅での販売を予定する商品の提供や、来訪者を町内

飲食店に回遊させる仕組みを地域おこし協力隊が考案 
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「（ふるさとへ）思い」と「（培われた）知恵」と「（良い町にしたい）願い」 

 

 

 

 
 

地域拠点「道の駅あびら D51 ステーション」へ集結 

 

創造体の連鎖で活気（血流）は生まれ、必然的に経済交流や文化交流が盛んに 
   
道の駅での交流を通じ、町民自らが利益を具体的に生み出すことで、まちが豊かになり、有益な

循環が起き、そして新たな仕事が発生し、ゆえに雇用のチャンスが拡大し若者が戻ってくる。（あ

びら観光協会作成の「道の駅運営コンセプト」より） 

地域の活性化・町民生活の向上に寄与 

 ○道の駅が目指すべきもの 
 

安平町道の駅条例（平成 30年３月定例会提案⇒議会承認） 

（設置） 

第１条 安平町の地域拠点として、質の高い農産品及び特産品、歴史・文化並びにこれらを支える町内

外の人々の諸活動を集結し、情報発信することによる相乗効果により、地域全体の価値を高めるとと

もに、町内外の人々との交流・つながりを生み出し、地域の活性化及び町民生活の向上に寄与するた

め、安平町道の駅を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人々の交流とビジネスチャンスの創造(町民自らが利益を具体的に生み出すこと)の流れ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 道の駅による地域活性化を目指しオ 

 ープン準備の取組みを進めている 

質の高い農産品・特産品 歴史･文化(鉄道のみならず) 町内外の人々の諸活動 

人々の交流とビジネスチャンスの創造 その“ステーション”こそ「道の駅」 

道の駅へ多

くの方に来

て欲しい 

魅力あるオ

ンリーワン

の発掘･開発 

多くのお客

様が道の駅

を来訪 

道の駅の存在

そのものが地

域のビジネス

チャンスに 

町民自らが利

益を具体的に

生み出す動き 

オープン準備(現在) オープン オープン後 

行政･運営者･意欲的な町民が主体 意欲的な町民の増加 ⇒  ⇒ 利益に繋がることを多くの町民が

理解し、道の駅への参画者が増大 

道の駅による地域活性化 
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   中期基本計画 策定方針 

（案） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年 月 

政 策 推 進 課 
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 平成29年３月に第２次安平町総合計画 基本構想を策定し、『育てたい 暮らしたい 帰りたい 

みんなで未来へ駈けるまち』の実現に向けた取り組みを進めています。 

 この策定方針は、基本構想を実現するための中期的な指針として策定している前期基本計画が

平成30(2018)年度をもって満了することから、平成31(2019)年度から４ヵ年を計画期間とする

第２次安平町総合計画 中期基本計画を策定するための基本的な方針を示したものです。 

 

 

 
 

 ◇安平町まちづくり基本条例第23条において、長期的な展望に立ち、総合的で計画的な町政運

営を進めるための最上位計画として総合計画の策定を義務付け、その構成は「基本構想」

「基本計画」とすることが規定されています。 

 ◇安平町議会基本条例第３条により、「基本構想」「基本計画」は議決案件となっています。 

 

 

 

 （１）第２次安平町総合計画の期間、構成 

ア 基本構想 平成29(2017)年度～平成38(2026)年度 [10年間] 

イ 基本計画 前期基本計画 平成29(2017)年度～平成30(2018)年度 [２年間] 

       中期基本計画 平成31(2019)年度～平成34(2022)年度 [４年間] 

       後期基本計画 平成35(2023)年度～平成38(2026)年度 [４年間] 

ウ 実施計画 基本は各年度において３年間の計画を策定し、毎年度見直しを行う。 

       ただし、基本計画の策定年度については、４年間の計画を策定。 

 

 

●基本構想（10年間） 

長期的な指針として、当町の将来像や施策の大綱を 

示すものです。 

 
 

  ●基本計画（前期２年間、中期４年間、後期４年間） 

基本構想を実現するための中期的な指針となるものです。 

項目別に現状と課題、施策や事業の方向性などを示し、 

施策の達成度を測るための成果指標を設定します。 

 
 

●実施計画（３年間とし､毎年度見直し） 

基本計画に基づいた主要事業（事務事業）の具体的内容を集約したものであり、予算編成の指針 

となります。社会経済情勢等の変化に柔軟に対応するため、向こう３ヵ年の事務事業計画を毎 

年度見直し繰り返します。 

＊中期基本計画・後期基本計画の策定年度に限り、中期財政計画と整合性を図るため４年間とする。 

２ 総合計画の位置付け 

３ 総合計画の計画期間、策定にあたっての基本事項等 

 

１ はじめに 

基本 
構想 

基本計画 

実施計画 
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＜第２次安平町総合計画の構成＞ 

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

選 挙 

町 長 

選 挙 

町 長 

選 挙 
 
＊従来、総合計画は最上位計画でありながら、計画期間中に首長の改選があるため、ローカルマニフェスト（選挙公

約）との整合性に課題があったことから、第２次安平町総合計画基本構想の策定時にはこれらの課題を解決するた

め、平成38年の町長選挙に向けた基本計画期間の調整を行い、これを踏まえた基本構想期間としている。 

 

 

 （２）中期基本計画の策定にあたっての基本的事項、策定ポイント 

次の基本的考え方・策定ポイントに基づき、総合計画 中期基本計画の策定を行います。 
 
①前期基本計画の進行管理（KPI含む）、評価検証、改善 

 →PDCAサイクルを目指し、計画・実行後の結果を十分に検証の上、改善策や次の施策の展開

につなげていくこと。 
  
②社会情勢の変化、町長公約との連動・整合 

 →基本構想に基づき、計画期間中の社会経済情勢の変化への対応や、計画期間中に改選とな

る町長公約と総合計画との連動及び整合を考慮し、策定を行うこと。 
  
③町民参画 

 →安平町まちづくり基本条例の理念にのっとり、複数の町民参画を行うこと。 

  ・審議会・モニター制度・ワークショップ・町民意見聴取（パブリックコメント）など 
  
④その他 

 ・従来同様、民間事業者への策定委託は行わず、総合計画の策定作業は職員自らが行う。 

 ・中期基本計画の基本的な方向性について、庁舎内に設置している未来創生本部及び専門部

会や庁舎内グループウェアを活用し、全職員で確認、共通認識を図る。 
            

 

 

中期計画 
策定作業 

基本構想（１０年） 

前期基本計画(2年) 中期基本計画（４年） 後期基本計画（４年） 

実施計画（３年） 

実施計画（４年） 

実施計画（４年） 
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町民参画の種類 内  容 

① 安平町未来創生委員会 
町長の諮問により、中期基本計画の策定に関して調査審議し、答申を行

う。 

② 座談会 

 （モニター制度・ワーク

ショップ） 

子育て世代を主な対象に、重点課題である子育て・教育施策に係る意見等

についての座談会を開催。 

＊任意抽出（年齢要件等）や子育てLine通知による参加者の確保等を検討 

＊追分・早来で各１回、計２回を予定 

③ 町民意見聴取(パブリッ

クコメント) 

中期基本計画（案）について、町民意見を聴取し、その反映結果を公表す

るもの。 

  
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【庁舎内組織】安平町未来創生本部及び専門部会（ワーキンググループ） 

設置趣旨 
総合計画の策定に係る全庁的な合意形成及び十分な連絡調整を図るととも

に、これらの進行管理を図る。 

構成 
◇本部長―町長 副本部長―副町長 各部局の課長職、参事職で構成 

◇必要時に応じて専門部会を設置（６部会～総合計画の施策分野別） 

 

４ 町民参画 

５ 計画策定体制のイメージ 
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 平成30(2018)年度 平成31 

(2019)年度 ４   ５   ６ ７   ８   ９ 10   11   12 １   ２   ３ 

町民参画  座談会  パブコメ  

未来創生委員会         委員会① 委員会② 委員会③ 委員会④ 

2019年度以

降は進行管

理と外部評

価の役割 

未来創生本部会議 
 
        会議     

未来創生本部 専門部会 
 
        部会     

策定作業 
         策定方針 
         決定 

作業開始 
・前期基本計画の評価検証作業 

・施策展開に向けた方向性調整 

基本計画       素案 
入力開始       作成 

  

議会  

 
        議会説明 
 

 
        議会説明 
 
 
 

 
         ３月議会 
         提案  

計画書の印刷製本等    
          印刷 
          製本 

 

広報・住民周知  広報特集  広報特集 
 
広報 
特集 

町ホームページ 

 
    随時 掲載・更新 

    

 

６ 全体スケジュール（イメージ） 

必要に応じて議会説明 


